
20 平成30年度　全私保連予算

１　平成30年度予算編成の方針
　政府は、経済状況について平成29年12月の月例経済報告で、
　「景気は、緩やかな回復基調が続いている。
　先行きについては、雇用・所得環境の改善が続く中で、各種政策の効果もあって、緩やか
に回復していくことが期待される。ただし、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影
響に留意する必要がある。
　個別については、個人消費及び設備投資は緩やかに持ち直している。輸出は持ち直してい
る。生産は、緩やかに増加している。企業収益は改善している。雇用情勢は改善している。
消費者物価は横ばいとなっている」
などとしています。
　また、平成29年12月８日、「新しい経済政策パッケージ」が閣議決定されました。アベノ
ミクスによる経済成長を活かして社会保障の充実を行い、安心できる社会基盤を築くこと
で、さらに経済を発展させていこうとするものです。この中の「第１章　はじめに」では、「人
づくり革命」を断行することにより、「子育て世代、子どもたちに大胆に政策資源を投入す
ることで、社会保障制度をお年寄りも若者も安心できる全世代型へと改革し、子育て、介護
などの現役世代の不安を解消し、希望出生率1.8、介護離職ゼロの実現を目指す」と、明記
しています。また「第２章　人づくり革命」では、幼児教育の無償化、待機児童の解消、処
遇改善などについても言及しています。
　子ども・子育てへの投資、子育ての負担軽減は大変歓迎すべきことですが、示された内容
について、幼児教育の無償化よりも待機児童の解消や保育の質の向上を優先してほしいと
言った声があります。また、保育士の確保については、今回示された29年度人事院勧告に
伴う賃上げおよび平成31年４月からの１％（月額3,000円相当）の賃上げだけでは抜本的な
対策にはなりません。平成29年度に創設された処遇改善等加算Ⅱについては、月額４万円
と5,000円の給与改善は一部職員に留まっているのが現状です。
　こうした状況の中、全私保連は、平成30年度予算を編成することとなりました。
　平成30年度予算の編成に向けて、歳入の根幹をなす会員会費および園児共済制度による
賛助会費収入は、各組織ならびに会員のご尽力により増加傾向が見込まれます。一方、特定
資産の運用は日本銀行のマイナス金利導入という極端な金融緩和政策や世界的な金融緩和
の流れを受け、サムライ債（日本の投資家を対象にして、国際機関や海外の政府、民間企業
が円建てで発行する債券）も低金利での発行となり、厳しい運用環境が続いています。加え
て平成27年度より保有債券の償還が続いており、利息収入は今後一段と減少が見込まれ、予
断を許さない状況となっています。
　前述のような財政状況を踏まえ、平成30年度予算の編成にあたっては、事業計画案を検
証し、各事業経費の積算が、平成28年度実績および平成29年度進捗実績が十分に反映され、
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前年度踏襲形にならないよう配慮しなければなりません。また、その事業計画は、現在進め
ている組織改革の方向性と合致し、無駄を省き重点とする事業が絞り込まれたものが望まれ
ます。さらに既存の事業についても、平成29年度中間報告を作成のうえ、継続の要否を十
分検証するとともに、公益法人として、会員のみならず会員外の方々も可能な範囲で対象と
した効果的な事業展開を目指す必要があります。
　平成30年度予算は公益法人会計基準により、会計区分は「公益目的事業会計」「収益事業
等会計」「法人会計」の３区分の会計となります。
　従来は、IT委員会にて保育情報提供事業、広報部にて広報活動事業を行ってきましたが、
平成30年度からはIT委員会と広報部を統合し、「広報部」として両事業を継続します。また、
単価検討委員会にて保育単価検討事業を行っていましたが、保育制度と保育単価は協働にて
検討する必要があることから、単価検討委員会を「保育制度検討会」に統合し、新たに単価
検討部会として保育単価検討事業を継続します。さらに、保育カウンセラー企画委員会はプ
ロジェクト委員会でしたが、事業の継続性を鑑み「保育カウンセリング企画部」と名称を変
更し、保育カウンセラー事業を継続します。
　従いまして、予算案の編成にあたっては、次のような方針で臨むこととします。

１　予算案の編成にあたっては、公益法人会計基準（20年基準）により行う。
２　予算案の編成にあたっては、平成28年度決算および平成29年度進捗実績も見据え、前
年度踏襲とならないよう精査し行うこととする。
３　各事業の参加費等収入は事業内容を精査し、適正な収入を見込むこと。なお、研修等の
一般参加者については適正な参加費収入を見込むものとする。
４　事業費の積算にあたっては、実績や事業内容を精査のうえ、過大見積りとならないよう
留意する。
５　会議開催回数等、会議のあり方も十分精査し、効率的かつ効果的な開催に努める。
６　各事業において、今まで以上に創意工夫を凝らし、無駄をなくすよう留意する。

　以上の方針によって、限られた財源を有効に活用し、連盟の事業活動に支障のないよう予
算を編成し、その執行に当たっていくことといたします。
　なお、執行にあたっては、予算があるからとするのではなく効果等を十分検証のうえ、対
応するようお願いいたします。

２　平成30年度予算編成の概要
　平成30年度予算は、公益法人会計基準（20年基準）による編成となっています。
１　会計区分は、「公益目的事業会計」「収益事業等会計」「法人会計」の３区分となってい

ます。

２　事務局職員人件費、印刷費等の経費は、すべて会計毎に従事割合・面積割合等で配賦計
上します。

３　公益目的事業会計は、【公益事業１】から【公益事業４】に分類します。
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　＊各事業内容

　　　公益事業１（講座、セミナー、育成事業）
　　　　全国私立保育園研究大会、保育総合研修会、保育実践セミナー、園長セミナー、研

修部活動、保育カウンセラー養成講座、自然あそびの達人養成講座、海外視察研修、
国際交流活動、人口減少地域保育サミット、政令指定都市会議

　　　公益事業２（調査、資料収集事業）
　　　　調査部調査活動、保育・子育て総合研究機構、保育制度検討、保育単価検討、「保

育所問題資料」、および参考書籍等の資料収集活動
　　　公益事業３（キャンペーン等事業）
　　　　全私保連「子どもの育ちを支える運動」推進活動、保育・子育てシンポジウム等、

食育推進
　　　公益事業４（拡充・支援、共通事業）
　　　　地方組織支援、ブロック組織支援、予算対策活動、ホームページ等の保育情報提供、

「保育通信」等広報活動

４　収益事業等会計は、事業部関連事業および共益事業とします。
　● 収益事業　会員向けサービスおよびサービス事業検討、出版物販売、事務所賃貸、事務

業務受託事業
　●共益事業　会員保育功労表彰、幹部セミナー（隔年開催）

５　法人会計は、法人管理活動すべての事業とします。
　● 法人管理事業　組織拡大・総務組織活動、財務関係、公益法人対策、総会・理事会・代

表者会議・常任理事会等、短期融資、青年会議

６　主な収入・支出（事業会計別）

（1）　公益目的事業会計
●収入の部

　①　特定資産運用収入・特定資産利息収入　25,778,000円の1/2（12,889,000円）を計上
　②　会費収入
　　　・正会員会費収入　95,360千円の1/2（47,680千円）を計上
　　　　　　　　　　　　平成30年１月15日 9,236園（平成29年１月20日 8,953園）
　③　事業収入
　　　・保育総合研修会、セミナー、保育カウンセラー養成講座等、事業計画に基づき参加

費・受講料を積算
　　　・「保育通信」等出版物頒布、広告・協賛金は実績を考慮し積算
　④　寄付金収入
　　　・予算対策カンパ金を実績等から積算
　⑤　雑収入
　　　・リゾートトラスト（株）関連施設利用に伴うポイント還元収入を積算
　⑥　他会計からの繰入金収入
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　　　・収益事業等会計からの繰入金を見込む
●支出の部

　①　公益事業１（講座、セミナー、育成事業）
　　　・各部各委員会等の活動状況、事業計画を踏まえ、計上
　②　公益事業２（調査、資料収集事業）
　　　・各部各委員会等の活動状況、事業計画を踏まえ、計上
　③　公益事業３（キャンペーン等事業）
　　　・各部各委員会等の活動状況、事業計画を踏まえ、計上
　　　・全私保連運動「子どもの育ちを支える運動」や保育制度や保育園の活動実態等の理

解を深める「シンポジウム等」の運動展開を実施
　④　公益事業４（拡充・支援、共通事業）
　　　・各部各委員会等の活動状況、事業計画を踏まえ、計上
　　　・予算対策は、実績等を踏まえ、計上

（2）　収益事業等会計
●収入の部

　①　会費収入
　　　・賛助会員会費　115,700千円（29年度実績見込み比4,000人増）を計上
　②　事業収入
　　　・受取手数料等は実績を考慮し、計上
　　　・賃貸料は、４階・５階および駐車場の賃貸（（有）ゼンポ）を計上
　　　　＊広告・協賛金は、各公益事業の事業ごとに配分としている
●支出の部

　・部会の活動状況、事業計画を踏まえ、計上
　・共益事業として「保育功労表彰」は実績を踏まえ、計上
　・共益事業としての「幹部セミナー」は隔年実施であり、30年度は開催する
　・収益事業等費用を除いて公益事業等への繰出しとして、181,058,256円を計上

（3）　法人会計
●収入の部

　①　特定資産運用収入・特定資産利息収入　25,778,000円の1/2（12,889,000円）を計上
　②　会費収入
　　　・正会員会費　95,360千円の1/2（47,680千円）を計上
　③　事業収入
　　　・融資制度に係る手数料および貸付返済金を計上
　　　・青年会議事業の参加費等を計上
　④　諸収入
　　　・（有）ゼンポからの事務業務受託手数料は収益事業に27年度より計上
　⑤　特定資産取崩収入
　　　・予算不足分として、19,000千円の取崩しを見込む
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●支出の部

　・部会の活動状況、事業計画を踏まえ、計上
　・総会は１回分を計上、会議費は理事会４回、代表者会議２回、常任理事会11回等の実

績を踏まえ、計上
　・融資制度貸付については、５件を見込む
　

＊平成30年度収支予算書は、「損益ベース」と「資金収支ベース」の２種類の総括表と個別表で構成され

ています（26〜49頁参照）。公益法人改革法では、「損益ベース」の収支予算書の議決が必要となり、「資

金収支ベース」の収支予算書は、内部資料の取り扱いとなります。主な収入・支出説明は資金収支ベー

スにて実施します。

 3 　事業・組織体系図（平成30年度）

公益事業 1　講座、セミナー、育成事業

　・公１（1）  全国研究大会事業
　・公１（2）  保育総合研修会事業
　・公１（3）  保育実践セミナー事業
　・公１（4）  園長セミナー事業
　・公１（5）  研修活動事業
　・公１（6）  保育カウンセラー事業
　・公１（7）  自然保育リーダー事業
　・公１（8）  海外視察研修事業
　・公１（9）  国際交流活動事業
　・公１（10）  人口減少地域保育サミット事業
　・公１（11）  政令指定都市会議事業

公益事業 2　調査、資料収集事業

　・公２（1）  調査研究事業
　・公２（2）  保育所問題資料発行事業
　・公２（3）  参考書籍収集事業
　・公２（4）  子育て総合研究機構事業
　・公２（5）  保育制度検討事業
　・公２（6）  保育単価検討事業

公益事業 3　キャンペーン等事業

　・公３（1）  全私保連運動活動事業
　・公３（2）  シンポジウム等事業
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　・公３（3）  食育事業

公益事業 4　拡充・支援、共通事業

　・公４（1）  地方組織支援事業
　・公４（2）  ブロック組織支援事業
　・公４（3）  予算対策活動事業
　・公４（4）  保育情報提供事業
　・公４（5）  広報活動事業

収益事業等　

　・収（1）  サービス事業検討事業
　・収（2）  会員向けサービス事業
　・収（3）  出版物販売事業
　・収（4）  事務所賃貸事業
　・収（5）  事務業務受託事業
　・他（1）  幹部セミナー事業
　・他（2）  保育功労表彰事業

法人管理事業

　・法（1）  組織拡大事業
　・法（2）  総務組織活動事業
　・法（3）  財務関係事業
　・法（4）  公益法人対策事業
　・法（5）  総会・会議事業
　・法（6）  短期融資事業
　・法（7）  青年会議事業
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Ⅰ　一般正味財産増減の部
　　１.　経常増減の部
　　（１）経常収益
　　　　　　①　基本財産運用益

　　基本財産受取利息
　　　　　　②　特定資産運用益 △ 2,782,800

　　特定資産受取利息 △ 2,782,800
　　　　　　③　受取入会金
　　　　　　④　受取会費

　　正会員受取会費
　　特別会員受取会費
　　賛助会員受取会費

　　　　　　⑤　事業収益
　　参加費･受講料収益
　　出版物頒布収益 △ 800,000
　　広告・協賛金収益
　　受取手数料等収益
　　賃貸料収益
　　その他事業収益

　　　　　　⑥　受取補助金等
　　受取補助金等

　　　　　　⑦　受取負担金
　　受取負担金

　　　　　　⑧　受取寄付金
　　受取寄付金

　　　　　　⑨　雑収益
　　受取利息
　　雑収益
　　事務手数料収益

　　（２）経常費用

　　給料手当
　　賃金
　　職員交通費
　　退職給付費用
　　賞与引当金繰入額
　　法定福利費
　　福利厚生費
　　旅費交通費 △ 2,107,864
　　会議費　
　　渉外活動費
　　通信運搬費
　　減価償却費
　　消耗什器備品費
　　消耗品費
　　修繕費 △ 1,517,408
　　印刷製本費 △ 2,614,900
　　支払手数料
　　光熱水料費 △ 50,719
　　賃借料
　　保険料 △ 30,000
　　諸謝金
　　租税公課
　　負担金
　　助成金
　　委託費 △ 883,509
　　雑費 △ 31,230

科　　　　　　　　目
公１；講座、セミナー等

事業
公２；調査、資料収集

等事業

経常収益計

事業費

　　受取募金収益振替額

平成30年度　収　支　予　算　書（損益ベース）案
平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

公３；キャンペーン等
事業

公4；拡充･支援等
事業

共通
公益目的事業会計

合計
増減30年度予算合計 29年度当初予算収益事業等会計　 法人会計 内部取引控除

平成30年度　収　支　予　算　書（損益ベース）［総括］
平成30年4月1日から平成31年3月31日まで
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Ⅰ　一般正味財産増減の部
　　１.　経常増減の部
　　（１）経常収益
　　　　　　①　基本財産運用益

　　基本財産受取利息
　　　　　　②　特定資産運用益 △ 2,782,800

　　特定資産受取利息 △ 2,782,800
　　　　　　③　受取入会金
　　　　　　④　受取会費

　　正会員受取会費
　　特別会員受取会費
　　賛助会員受取会費

　　　　　　⑤　事業収益
　　参加費･受講料収益
　　出版物頒布収益 △ 800,000
　　広告・協賛金収益
　　受取手数料等収益
　　賃貸料収益
　　その他事業収益

　　　　　　⑥　受取補助金等
　　受取補助金等

　　　　　　⑦　受取負担金
　　受取負担金

　　　　　　⑧　受取寄付金
　　受取寄付金

　　　　　　⑨　雑収益
　　受取利息
　　雑収益
　　事務手数料収益

　　（２）経常費用

　　給料手当
　　賃金
　　職員交通費
　　退職給付費用
　　賞与引当金繰入額
　　法定福利費
　　福利厚生費
　　旅費交通費 △ 2,107,864
　　会議費　
　　渉外活動費
　　通信運搬費
　　減価償却費
　　消耗什器備品費
　　消耗品費
　　修繕費 △ 1,517,408
　　印刷製本費 △ 2,614,900
　　支払手数料
　　光熱水料費 △ 50,719
　　賃借料
　　保険料 △ 30,000
　　諸謝金
　　租税公課
　　負担金
　　助成金
　　委託費 △ 883,509
　　雑費 △ 31,230

科　　　　　　　　目
公１；講座、セミナー等

事業
公２；調査、資料収集

等事業

経常収益計

事業費

　　受取募金収益振替額

平成30年度　収　支　予　算　書（損益ベース）案
平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

公３；キャンペーン等
事業

公4；拡充･支援等
事業

共通
公益目的事業会計

合計
増減30年度予算合計 29年度当初予算収益事業等会計　 法人会計 内部取引控除

　　役員報酬
　　給料手当
　　職員交通費
　　退職給付費用
　　賞与引当金繰入額
　　法定福利費
　　福利厚生費
　　旅費交通費
　　会議費 △ 201,180
　　渉外活動費
　　通信運搬費
　　減価償却費
　　消耗什器備品費
　　消耗品費
　　修繕費 △ 1,025,592
　　印刷製本費
　　支払手数料
　　光熱水料費 △ 34,281
　　賃借料
　　保険料
　　諸謝金
　　租税公課
　　負担金
　　助成金
　　委託費
　　雑費
災害支援給付金等

評価損益等調整前当期経常増減額 △ 9,788,052
基本財産評価損益等
特定資産評価損益等

投資有価証券評価損益等
評価損益等計

当期経常増減額 △ 9,788,052

　　２.　経常外増減の部
　　（１）経常外収益

　　（２）経常外費用

当期経常外増減額
他会計振替額

税引前当期一般正味財産増減額 △ 9,788,052
法人税、住民税及び事業税
当期一般正味財産増減額 △ 9,788,052

一般正味財産期首残高
一般正味財産期末残高

受取寄付金
　　　　募金収益

指定正味財産期首残高
指定正味財産期末残高

　

　Ⅱ　指定正味財産増減の部

一般正味財産への振替額
一般正味財産への振替額

当期指定正味財産増減額

経常外収益計

経常費用計

　Ⅲ　正味財産期末残高

経常外費用計

管理費
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公益目的事業会計

全国研究大会 保育総合研修会 保育実践セミナー 園長セミナー 研修活動事業 保育カウンセラー 自然あそびの達人 海外視察研修 国際交流活動 人口減少地域保育サミット 政令指定都市会議 小共通 講座等計
Ⅰ　一般正味財産増減の部
　　１.　経常増減の部
　　（１）経常収益
　　　　　　①　基本財産運用益

　　基本財産受取利息
　　　　　　②　特定資産運用益

　　特定資産受取利息
　　　　　　③　受取入会金
　　　　　　④　受取会費

　　正会員受取会費
　　特別会員受取会費
　　賛助会員受取会費

　　　　　　⑤　事業収益

　　参加費･受講料収益
　　出版物頒布収益
　　広告・協賛金収益

　　受取手数料等収益
　　その他事業収益

　　　　　　⑥　受取補助金等
　　受取補助金等

　　　　　　⑦　受取負担金
　　受取負担金

　　　　　　⑧　受取寄付金
　　受取寄付金
　　募金収益振替

　　　　　　⑨　雑収益
　　受取利息
　　雑収益
　　事務手数料収益

　　（２）経常費用

　　給料手当
　　賃金
　　職員交通費
　　退職給付費用
　　賞与引当金繰入額
　　法定福利費
　　福利厚生費
　　旅費交通費
　　会議費　
　　渉外活動費
　　通信運搬費
　　減価償却費
　　消耗什器備品費
　　消耗品費
　　修繕費
　　印刷製本費
　　支払手数料
　　光熱水料費
　　賃借料
　　保険料
　　諸謝金
　　租税公課
　　負担金
　　助成金
　　委託費
　　雑費

平成30年度　収支予算書(損益ベース)「公益事業１」案
平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

科　　　　　　　　目
公益事業１　　講座、セミナー、育成事業

備　　　　　考

・講座・セミナー等事業収益

事業費

経常収益計

平成30年度　収　支　予　算　書（損益ベース）［個別①］
平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

（単位:円）
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公益目的事業会計

全国研究大会 保育総合研修会 保育実践セミナー 園長セミナー 研修活動事業 保育カウンセラー 自然あそびの達人 海外視察研修 国際交流活動 人口減少地域保育サミット 政令指定都市会議 小共通 講座等計
Ⅰ　一般正味財産増減の部
　　１.　経常増減の部
　　（１）経常収益
　　　　　　①　基本財産運用益

　　基本財産受取利息
　　　　　　②　特定資産運用益

　　特定資産受取利息
　　　　　　③　受取入会金
　　　　　　④　受取会費

　　正会員受取会費
　　特別会員受取会費
　　賛助会員受取会費

　　　　　　⑤　事業収益

　　参加費･受講料収益
　　出版物頒布収益
　　広告・協賛金収益

　　受取手数料等収益
　　その他事業収益

　　　　　　⑥　受取補助金等
　　受取補助金等

　　　　　　⑦　受取負担金
　　受取負担金

　　　　　　⑧　受取寄付金
　　受取寄付金
　　募金収益振替

　　　　　　⑨　雑収益
　　受取利息
　　雑収益
　　事務手数料収益

　　（２）経常費用

　　給料手当
　　賃金
　　職員交通費
　　退職給付費用
　　賞与引当金繰入額
　　法定福利費
　　福利厚生費
　　旅費交通費
　　会議費　
　　渉外活動費
　　通信運搬費
　　減価償却費
　　消耗什器備品費
　　消耗品費
　　修繕費
　　印刷製本費
　　支払手数料
　　光熱水料費
　　賃借料
　　保険料
　　諸謝金
　　租税公課
　　負担金
　　助成金
　　委託費
　　雑費

平成30年度　収支予算書(損益ベース)「公益事業１」案
平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

科　　　　　　　　目
公益事業１　　講座、セミナー、育成事業

備　　　　　考

・講座・セミナー等事業収益

事業費

経常収益計

　　役員報酬
　　給料手当
　　職員交通費
　　退職給付費用
　　賞与引当金繰入額
　　法定福利費
　　福利厚生費
　　旅費交通費
　　会議費
　　渉外活動費
　　通信運搬費
　　減価償却費
　　消耗什器備品費
　　消耗品費
　　修繕費
　　印刷製本費
　　支払手数料
　　光熱水料費
　　賃借料
　　保険料
　　諸謝金
　　租税公課
　　負担金
　　助成金
　　委託費
　　雑費

一般正味財産期首残高
一般正味財産期末残高

受取寄付金
　　　　募金収益

指定正味財産期末残高
　
　Ⅲ　正味財産期末残高

　Ⅱ　指定正味財産増減の部

一般正味財産への振替額
一般正味財産への振替額

当期指定正味財産増減額
指定正味財産期首残高

当期経常増減額

　　（２）経常外費用
経常外収益計

　　（１）経常外収益
　　２.経常外増減の部

評価損益等計
投資有価証券評価損益等
特定資産評価損益等

管理費

当期一般正味財産増減額
他会計振替額

当期経常外増減額
経常外費用計

基本財産評価損益等
評価損益等調整前経常増減額

経常費用計
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公益目的事業会計

（単位：円） （単位：円）

調査研究 保育所問題資料発行 参考書籍収集 子育て総合研究機構 保育制度検討 保育単価検討 小共通 調査等計 全私保連運動活動 シンポジウム等 食育事業 小共通 キャンペーン等計

Ⅰ　一般正味財産増減の部 Ⅰ　一般正味財産増減の部

　　１.　経常増減の部 　　１.　経常増減の部

　　（１）経常収益 　　（１）経常収益

　　　　　　①　基本財産運用益 　　　　　　①　基本財産運用益

　　基本財産受取利息 　　基本財産受取利息

　　　　　　②　特定資産運用益 　　　　　　②　特定資産運用益

　　特定資産受取利息 　　特定資産受取利息

　　　　　　③　受取入会金 　　　　　　③　受取入会金

　　　　　　④　受取会費 　　　　　　④　受取会費

　　正会員受取会費 　　正会員受取会費

　　特別会員受取会費 　　特別会員受取会費

　　賛助会員受取会費 　　賛助会員受取会費

　　　　　　⑤　事業収益 　　　　　　⑤　事業収益 保育リボン

・調査等事業収益 ・キャンペーン等事業収益

　　参加費･受講料収益 　　参加費･受講料収益

　　出版物頒布収益 　　出版物頒布収益

　　広告・協賛金収益 　　広告・協賛金収益

　　受取手数料等収益 　　受取手数料等収益

　　その他事業収益 　　その他事業収益

　　　　　　⑥　受取補助金等 　　　　　　⑥　受取補助金等

　　受取補助金等 　　受取補助金等

　　　　　　⑦　受取負担金 　　　　　　⑦　受取負担金

　　受取負担金 　　受取負担金

　　　　　　⑧　受取寄付金 　　　　　　⑧　受取寄付金

　　受取寄付金 　　受取寄付金

　　募金収益振替 　　募金収益振替

　　　　　　⑨　雑収益 　　　　　　⑨　雑収益

　　受取利息 　　受取利息

　　雑収益 　　雑収益

　　事務手数料収益 　　事務手数料収益

　　（２）経常費用 　　（２）経常費用

事業費 事業費

　　給料手当 　　給料手当

　　賃金 　　賃金

　　職員交通費 　　職員交通費

　　退職給付費用 　　退職給付費用

　　賞与引当金繰入額 　　賞与引当金繰入額

　　法定福利費 　　法定福利費

　　福利厚生費 　　福利厚生費

　　旅費交通費 　　旅費交通費

　　会議費　 　　会議費　

　　渉外活動費 　　渉外活動費

　　通信運搬費 　　通信運搬費

　　減価償却費 　　減価償却費

　　消耗什器備品費 　　消耗什器備品費

　　消耗品費 　　消耗品費

　　修繕費 　　修繕費

　　印刷製本費 　　印刷製本費

　　支払手数料 　　支払手数料

　　光熱水料費 　　光熱水料費

　　賃借料 　　賃借料

　　保険料 　　保険料

　　諸謝金 　　諸謝金

　　租税公課 　　租税公課

　　負担金 　　負担金

　　助成金 　　助成金

　　委託費 　　委託費

　　雑費 　　雑費

備　　　　　考

平成30年度　収支予算書(損益ベース)「公益事業２・３」案

平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

科　　　　　　　　目
公益事業2　　調査、資料収集事業

備　　　　　考

経常収益計

科　　　　　　　　目
公益事業３　キャンペーン等事業

経常収益計

平成30年度　収　支　予　算　書（損益ベース）［個別②］
平成30年4月1日から平成31年3月31日まで
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公益目的事業会計

（単位：円） （単位：円）

調査研究 保育所問題資料発行 参考書籍収集 子育て総合研究機構 保育制度検討 保育単価検討 小共通 調査等計 全私保連運動活動 シンポジウム等 食育事業 小共通 キャンペーン等計

Ⅰ　一般正味財産増減の部 Ⅰ　一般正味財産増減の部

　　１.　経常増減の部 　　１.　経常増減の部

　　（１）経常収益 　　（１）経常収益

　　　　　　①　基本財産運用益 　　　　　　①　基本財産運用益

　　基本財産受取利息 　　基本財産受取利息

　　　　　　②　特定資産運用益 　　　　　　②　特定資産運用益

　　特定資産受取利息 　　特定資産受取利息

　　　　　　③　受取入会金 　　　　　　③　受取入会金

　　　　　　④　受取会費 　　　　　　④　受取会費

　　正会員受取会費 　　正会員受取会費

　　特別会員受取会費 　　特別会員受取会費

　　賛助会員受取会費 　　賛助会員受取会費

　　　　　　⑤　事業収益 　　　　　　⑤　事業収益 保育リボン

・調査等事業収益 ・キャンペーン等事業収益

　　参加費･受講料収益 　　参加費･受講料収益

　　出版物頒布収益 　　出版物頒布収益

　　広告・協賛金収益 　　広告・協賛金収益

　　受取手数料等収益 　　受取手数料等収益

　　その他事業収益 　　その他事業収益

　　　　　　⑥　受取補助金等 　　　　　　⑥　受取補助金等

　　受取補助金等 　　受取補助金等

　　　　　　⑦　受取負担金 　　　　　　⑦　受取負担金

　　受取負担金 　　受取負担金

　　　　　　⑧　受取寄付金 　　　　　　⑧　受取寄付金

　　受取寄付金 　　受取寄付金

　　募金収益振替 　　募金収益振替

　　　　　　⑨　雑収益 　　　　　　⑨　雑収益

　　受取利息 　　受取利息

　　雑収益 　　雑収益

　　事務手数料収益 　　事務手数料収益

　　（２）経常費用 　　（２）経常費用

事業費 事業費

　　給料手当 　　給料手当

　　賃金 　　賃金

　　職員交通費 　　職員交通費

　　退職給付費用 　　退職給付費用

　　賞与引当金繰入額 　　賞与引当金繰入額

　　法定福利費 　　法定福利費

　　福利厚生費 　　福利厚生費

　　旅費交通費 　　旅費交通費

　　会議費　 　　会議費　

　　渉外活動費 　　渉外活動費

　　通信運搬費 　　通信運搬費

　　減価償却費 　　減価償却費

　　消耗什器備品費 　　消耗什器備品費

　　消耗品費 　　消耗品費

　　修繕費 　　修繕費

　　印刷製本費 　　印刷製本費

　　支払手数料 　　支払手数料

　　光熱水料費 　　光熱水料費

　　賃借料 　　賃借料

　　保険料 　　保険料

　　諸謝金 　　諸謝金

　　租税公課 　　租税公課

　　負担金 　　負担金

　　助成金 　　助成金

　　委託費 　　委託費

　　雑費 　　雑費

備　　　　　考

平成30年度　収支予算書(損益ベース)「公益事業２・３」案

平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

科　　　　　　　　目
公益事業2　　調査、資料収集事業

備　　　　　考

経常収益計

科　　　　　　　　目
公益事業３　キャンペーン等事業

経常収益計

管理費 管理費

　　役員報酬 　　役員報酬

　　給料手当 　　給料手当

　　職員交通費 　　職員交通費

　　退職給付費用 　　退職給付費用

　　賞与引当金繰入額 　　賞与引当金繰入額

　　法定福利費 　　法定福利費

　　福利厚生費 　　福利厚生費

　　旅費交通費 　　旅費交通費

　　会議費 　　会議費

　　渉外活動費 　　渉外活動費

　　通信運搬費 　　通信運搬費

　　減価償却費 　　減価償却費

　　消耗什器備品費 　　消耗什器備品費

　　消耗品費 　　消耗品費

　　修繕費 　　修繕費

　　印刷製本費 　　印刷製本費

　　支払手数料 　　支払手数料

　　光熱水料費 　　光熱水料費

　　賃借料 　　賃借料

　　保険料 　　保険料

　　諸謝金 　　諸謝金

　　租税公課 　　租税公課

　　負担金 　　負担金

　　助成金 　　助成金

　　委託費 　　委託費

　　雑費 　　雑費

　　２.経常外増減の部 　　２.経常外増減の部

　　（１）経常外収益 　　（１）経常外収益

　　（２）経常外費用 　　（２）経常外費用

一般正味財産期首残高 一般正味財産期首残高

一般正味財産期末残高 一般正味財産期末残高

受取寄付金 受取寄付金

　　　　募金収益 　　　　募金収益

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

　

　Ⅲ　正味財産期末残高

　Ⅱ　指定正味財産増減の部

一般正味財産への振替額

一般正味財産への振替額

当期指定正味財産増減額

投資有価証券評価損益等

特定資産評価損益等

基本財産評価損益等

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

　

　Ⅲ　正味財産期末残高

　Ⅱ　指定正味財産増減の部

一般正味財産への振替額

一般正味財産への振替額

当期指定正味財産増減額

他会計振替額

基本財産評価損益等

特定資産評価損益等

投資有価証券評価損益等

評価損益等計

経常費用計

評価損益等調整前経常増減額 評価損益等調整前経常増減額

経常費用計

評価損益等計

当期一般正味財産増減額 当期一般正味財産増減額

他会計振替額

当期経常増減額

経常外収益計

経常外費用計

当期経常外増減額 当期経常外増減額

経常外費用計

経常外収益計

当期経常増減額
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公益目的事業会計

（単位：円）

地方組織支援 ブロック組織支援 予算対策活動 保育情報提供 広報活動 小共通 拡充・支援、共通事業計

Ⅰ　一般正味財産増減の部
　　１.　経常増減の部
　　（１）経常収益
　　　　　　①　基本財産運用益

　　基本財産受取利息
　　　　　　②　特定資産運用益

　　特定資産受取利息
　　　　　　③　受取入会金
　　　　　　④　受取会費

　　正会員受取会費 30・1・15会員数9,236＋300
　　特別会員受取会費
　　賛助会員受取会費

　　　　　　⑤　事業収益
・公益共通事業収益
　　参加費･受講料収益
　　出版物頒布収益
　　広告・協賛金収益
　　受取手数料等収益
　　その他事業収益

　　　　　　⑥　受取補助金等
　　受取補助金等

　　　　　　⑦　受取負担金
　　受取負担金

　　　　　　⑧　受取寄付金
　　受取寄付金
　　募金収益振替

　　　　　　⑨　雑収益
　　受取利息
　　雑収益
　　事務手数料収益

　　（２）経常費用
事業費

　　給料手当
　　賃金
　　職員交通費
　　退職給付費用
　　賞与引当金繰入額
　　法定福利費
　　福利厚生費
　　旅費交通費
　　会議費　
　　渉外活動費
　　通信運搬費
　　減価償却費
　　消耗什器備品費
　　消耗品費
　　修繕費
　　印刷製本費
　　支払手数料
　　光熱水料費
　　賃借料
　　保険料
　　諸謝金
　　租税公課
　　負担金
　　助成金 ブロック組織支援14,874,246円
　　委託費
　　雑費

備　　　　　考

平成30年度　収支予算書(損益ベース)「公益事業４・共通事業」案
平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

公益事業4　拡充･支援・共通事業
科　　　　　　　　目

経常収益計

平成30年度　収　支　予　算　書（損益ベース）［個別③］
平成30年4月1日から平成31年3月31日まで
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公益目的事業会計

（単位：円）

地方組織支援 ブロック組織支援 予算対策活動 保育情報提供 広報活動 小共通 拡充・支援、共通事業計

Ⅰ　一般正味財産増減の部
　　１.　経常増減の部
　　（１）経常収益
　　　　　　①　基本財産運用益

　　基本財産受取利息
　　　　　　②　特定資産運用益

　　特定資産受取利息
　　　　　　③　受取入会金
　　　　　　④　受取会費

　　正会員受取会費 30・1・15会員数9,236＋300
　　特別会員受取会費
　　賛助会員受取会費

　　　　　　⑤　事業収益
・公益共通事業収益
　　参加費･受講料収益
　　出版物頒布収益
　　広告・協賛金収益
　　受取手数料等収益
　　その他事業収益

　　　　　　⑥　受取補助金等
　　受取補助金等

　　　　　　⑦　受取負担金
　　受取負担金

　　　　　　⑧　受取寄付金
　　受取寄付金
　　募金収益振替

　　　　　　⑨　雑収益
　　受取利息
　　雑収益
　　事務手数料収益

　　（２）経常費用
事業費

　　給料手当
　　賃金
　　職員交通費
　　退職給付費用
　　賞与引当金繰入額
　　法定福利費
　　福利厚生費
　　旅費交通費
　　会議費　
　　渉外活動費
　　通信運搬費
　　減価償却費
　　消耗什器備品費
　　消耗品費
　　修繕費
　　印刷製本費
　　支払手数料
　　光熱水料費
　　賃借料
　　保険料
　　諸謝金
　　租税公課
　　負担金
　　助成金 ブロック組織支援14,874,246円
　　委託費
　　雑費

備　　　　　考

平成30年度　収支予算書(損益ベース)「公益事業４・共通事業」案
平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

公益事業4　拡充･支援・共通事業
科　　　　　　　　目

経常収益計

管理費
　　役員報酬
　　給料手当
　　職員交通費
　　退職給付費用
　　賞与引当金繰入額
　　法定福利費
　　福利厚生費
　　旅費交通費
　　会議費
　　渉外活動費
　　通信運搬費
　　減価償却費
　　消耗什器備品費
　　消耗品費
　　修繕費
　　印刷製本費
　　支払手数料
　　光熱水料費
　　賃借料
　　保険料
　　諸謝金
　　租税公課
　　負担金
　　助成金
　　委託費
　　雑費

　　２.経常外増減の部
　　（１）経常外収益

　　（２）経常外費用

一般正味財産期首残高
一般正味財産期末残高

受取寄付金
　　　　募金収益

　Ⅲ　正味財産期末残高

　Ⅱ　指定正味財産増減の部

一般正味財産への振替額
一般正味財産への振替額

当期指定正味財産増減額

経常費用計

指定正味財産期首残高
指定正味財産期末残高

　

評価損益等計
当期経常増減額

評価損益等調整前経常増減額

当期一般正味財産増減額

経常外収益計

経常外費用計
当期経常外増減額
他会計振替額

基本財産評価損益等
特定資産評価損益等

投資有価証券評価損益等
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収益事業等会計

（単位：円）

サービス事業検討 会員向けサービス事業 事務業務委託事業 出版物販売 事務所賃貸 保育功労表彰 幹部セミナー 小共通 収益等計
Ⅰ　一般正味財産増減の部
　　１.　経常増減の部
　　（１）経常収益
　　　　　　①　基本財産運用益

　　基本財産受取利息
　　　　　　②　特定資産運用益

　　特定資産受取利息
　　　　　　③　受取入会金
　　　　　　④　受取会費

　　正会員受取会費
　　特別会員受取会費
　　賛助会員受取会費

　　　　　　⑤　事業収益

　　参加費･受講料収益
　　出版物頒布収益
　　広告・協賛金収益
　　受取手数料等収益
　　賃貸料収益
　　その他事業収益

　　　　　　⑥　受取補助金等
　　受取補助金等

　　　　　　⑦　受取負担金
　　受取負担金

　　　　　　⑧　受取寄付金
　　受取寄付金
　　募金収益振替

　　　　　　⑨　雑収益
　　受取利息
　　雑収益
　　事務手数料収益

　　（２）経常費用

　　給料手当
　　賃金
　　職員交通費
　　退職給付費用
　　賞与引当金繰入額
　　法定福利費
　　福利厚生費
　　旅費交通費
　　会議費　
　　渉外活動費
　　通信運搬費
　　減価償却費
　　消耗什器備品費
　　消耗品費
　　修繕費
　　印刷製本費
　　支払手数料
　　光熱水料費
　　賃借料
　　保険料
　　諸謝金
　　租税公課
　　負担金
　　助成金
　　委託費
　　雑費

収益事業等

・収益等事業収益

科　　　　　　　　目 備　　　　　考

経常収益計

事業費

２７年度より法人管理事業から計上変更済 
(有)ゼンポからの事務業務委託手数料は

平成30年度　収支予算書(損益ベース)「収益事業等」案
平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

27年度より法人管理事業から計上変更済

収益事業等会計

（単位：円）

サービス事業検討 会員向けサービス事業 事務業務委託事業 出版物販売 事務所賃貸 保育功労表彰 幹部セミナー 小共通 収益等計
Ⅰ　一般正味財産増減の部
　　１.　経常増減の部
　　（１）経常収益
　　　　　　①　基本財産運用益

　　基本財産受取利息
　　　　　　②　特定資産運用益

　　特定資産受取利息
　　　　　　③　受取入会金
　　　　　　④　受取会費

　　正会員受取会費
　　特別会員受取会費
　　賛助会員受取会費

　　　　　　⑤　事業収益

　　参加費･受講料収益
　　出版物頒布収益
　　広告・協賛金収益
　　受取手数料等収益
　　賃貸料収益
　　その他事業収益

　　　　　　⑥　受取補助金等
　　受取補助金等

　　　　　　⑦　受取負担金
　　受取負担金

　　　　　　⑧　受取寄付金
　　受取寄付金
　　募金収益振替

　　　　　　⑨　雑収益
　　受取利息
　　雑収益
　　事務手数料収益

　　（２）経常費用

　　給料手当
　　賃金
　　職員交通費
　　退職給付費用
　　賞与引当金繰入額
　　法定福利費
　　福利厚生費
　　旅費交通費
　　会議費　
　　渉外活動費
　　通信運搬費
　　減価償却費
　　消耗什器備品費
　　消耗品費
　　修繕費
　　印刷製本費
　　支払手数料
　　光熱水料費
　　賃借料
　　保険料
　　諸謝金
　　租税公課
　　負担金
　　助成金
　　委託費
　　雑費

収益事業等

・収益等事業収益

科　　　　　　　　目 備　　　　　考

経常収益計

事業費

２７年度より法人管理事業から計上変更済 
(有)ゼンポからの事務業務委託手数料は

平成30年度　収支予算書(損益ベース)「収益事業等」案
平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

平成30年度　収　支　予　算　書（損益ベース）［個別④］
平成30年4月1日から平成31年3月31日まで
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収益事業等会計

（単位：円）

サービス事業検討 会員向けサービス事業 事務業務委託事業 出版物販売 事務所賃貸 保育功労表彰 幹部セミナー 小共通 収益等計
Ⅰ　一般正味財産増減の部
　　１.　経常増減の部
　　（１）経常収益
　　　　　　①　基本財産運用益

　　基本財産受取利息
　　　　　　②　特定資産運用益

　　特定資産受取利息
　　　　　　③　受取入会金
　　　　　　④　受取会費

　　正会員受取会費
　　特別会員受取会費
　　賛助会員受取会費

　　　　　　⑤　事業収益

　　参加費･受講料収益
　　出版物頒布収益
　　広告・協賛金収益
　　受取手数料等収益
　　賃貸料収益
　　その他事業収益

　　　　　　⑥　受取補助金等
　　受取補助金等

　　　　　　⑦　受取負担金
　　受取負担金

　　　　　　⑧　受取寄付金
　　受取寄付金
　　募金収益振替

　　　　　　⑨　雑収益
　　受取利息
　　雑収益
　　事務手数料収益

　　（２）経常費用

　　給料手当
　　賃金
　　職員交通費
　　退職給付費用
　　賞与引当金繰入額
　　法定福利費
　　福利厚生費
　　旅費交通費
　　会議費　
　　渉外活動費
　　通信運搬費
　　減価償却費
　　消耗什器備品費
　　消耗品費
　　修繕費
　　印刷製本費
　　支払手数料
　　光熱水料費
　　賃借料
　　保険料
　　諸謝金
　　租税公課
　　負担金
　　助成金
　　委託費
　　雑費

収益事業等

・収益等事業収益

科　　　　　　　　目 備　　　　　考

経常収益計

事業費

２７年度より法人管理事業から計上変更済 
(有)ゼンポからの事務業務委託手数料は

平成30年度　収支予算書(損益ベース)「収益事業等」案
平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

　　役員報酬
　　給料手当
　　職員交通費
　　退職給付費用
　　賞与引当金繰入額
　　法定福利費
　　福利厚生費
　　旅費交通費
　　会議費
　　渉外活動費
　　通信運搬費
　　減価償却費
　　消耗什器備品費
　　消耗品費
　　修繕費
　　印刷製本費
　　支払手数料
　　光熱水料費
　　賃借料
　　保険料
　　諸謝金
　　租税公課
　　負担金
　　助成金
　　委託費
　　雑費

一般正味財産期首残高
一般正味財産期末残高

受取寄付金
　　　　募金収益

　　２.経常外増減の部

当期経常増減額

経常費用計
評価損益等調整前経常増減額

基本財産評価損益等

管理費

　　（１）経常外収益

　Ⅲ　正味財産期末残高

　Ⅱ　指定正味財産増減の部

一般正味財産への振替額
一般正味財産への振替額

当期指定正味財産増減額

法人税、住民税及び事業税

指定正味財産期首残高
指定正味財産期末残高

　

当期一般正味財産増減額

当期経常外増減額
他会計振替額

　　（２）経常外費用

経常外費用計

特定資産評価損益等
投資有価証券評価損益等

経常外収益計

評価損益等計
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法人事業会計

(単位：円）

組織拡大事業 総務組織活動 財務関係 公益法人対策 総会・会議費 短期融資事業 青年会議事業 小共通 法人計
Ⅰ　一般正味財産増減の部
　　１.　経常増減の部
　　（１）経常収益
　　　　　　①　基本財産運用益

　　基本財産受取利息
　　　　　　②　特定資産運用益

　　特定資産受取利息
　　　　　　③　受取入会金
　　　　　　④　受取会費

　　正会員受取会費
　　特別会員受取会費
　　賛助会員受取会費

　　　　　　⑤　事業収益

　　参加費･受講料収益
　　出版物頒布収益
　　広告・協賛金収益
　　受取手数料等収益
　　その他事業収益

　　　　　　⑥　受取補助金等
　　受取補助金等

　　　　　　⑦　受取負担金
　　受取負担金

　　　　　　⑧　受取寄付金
　　受取寄付金

災害支援給付金
　　　　　　⑨　雑収益

　　受取利息
　　雑収益
　　事務手数料収益

　　（２）経常費用

　　給料手当
　　賃金
　　職員交通費
　　退職給付費用
　　賞与引当金繰入額
　　法定福利費
　　福利厚生費
　　旅費交通費
　　会議費　
　　渉外活動費
　　通信運搬費
　　減価償却費
　　消耗什器備品費
　　消耗品費
　　修繕費
　　印刷製本費
　　支払手数料
　　光熱水料費
　　賃借料
　　保険料
　　諸謝金
　　租税公課
　　負担金
　　助成金
　　委託費
　　雑費

平成30年度　収支予算書(損益ベース)「法人管理事業」案
平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

科　　　　　　　　目
法人管理事業

備　　　　　考

貸付手数料

・法人会計事業収入

　　受取募金収益振替額

事業費

30・1・15現在会員数9,236＋300

経常収益計

法人事業会計

(単位：円）

組織拡大事業 総務組織活動 財務関係 公益法人対策 総会・会議費 短期融資事業 青年会議事業 小共通 法人計
Ⅰ　事業活動収支の部
　　１.　事業活動収入

　　基本財産利息収入

　　　特定資産利息収入
　　　　　　③　入会金収入
　　　　　　④　会費収入

　正会員会費収入
　　特別会員会費収入
　　賛助会員会費収入

　　　　　　⑤　事業収入

　　参加費･受講料収入
　　出版物頒布収入
　　広告・協賛金収入
　　受取手数料等収入
　　その他収入

　　　　　　⑥　補助金等収入
　　補助金等収入

　　　　　　⑦　負担金収入
　　負担金収入

　　　　　　⑧　寄付金収入
　　寄付金収入
　　募金収入

　　　　　　⑨　雑収入
　　受取利息収入
　　雑収入
　　事務手数料収入

　　２.　事業活動支出

　　給料手当支出
　　賃金支出
　　職員交通費支出
　　退職給付費用支出
　　法定福利費支出
　　福利厚生費支出
　　旅費交通費支出
　　会議費支出　
　　渉外活動費支出
　　通信運搬費支出
　　消耗什器備品費支出
　　消耗品費支出
　　修繕費支出
　　印刷製本費支出
　　支払手数料支出
　　光熱水料費支出
　　賃借料支出
　　保険料支出
　　諸謝金支出
　　租税公課支出
　　負担金支出
　　助成金支出
　　委託費支出
　　雑費支出

科　　　　　　　　目

　　　　　　②　特定資産運用収入

備　　　　　考

30・1・15現在会員数9,236＋300

貸付手数料
融資貸付返済金ほか

平成30年度　収支予算書(資金収支ベース)「法人管理事業」案
平成30年４月１日から平成30年３月31日まで

・法人会計事業収入

事業活動収入計
　　他会計からの繰入金収入

法人管理事業

　　　　　　⑩　他会計からの繰入金収入

　　　　　　①　基本財産運用収入

　①　事業費支出

平成30年度　収　支　予　算　書（損益ベース）［個別⑤］
平成30年4月1日から平成31年3月31日まで
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法人事業会計

(単位：円）

組織拡大事業 総務組織活動 財務関係 公益法人対策 総会・会議費 短期融資事業 青年会議事業 小共通 法人計
Ⅰ　一般正味財産増減の部
　　１.　経常増減の部
　　（１）経常収益
　　　　　　①　基本財産運用益

　　基本財産受取利息
　　　　　　②　特定資産運用益

　　特定資産受取利息
　　　　　　③　受取入会金
　　　　　　④　受取会費

　　正会員受取会費
　　特別会員受取会費
　　賛助会員受取会費

　　　　　　⑤　事業収益

　　参加費･受講料収益
　　出版物頒布収益
　　広告・協賛金収益
　　受取手数料等収益
　　その他事業収益

　　　　　　⑥　受取補助金等
　　受取補助金等

　　　　　　⑦　受取負担金
　　受取負担金

　　　　　　⑧　受取寄付金
　　受取寄付金

災害支援給付金
　　　　　　⑨　雑収益

　　受取利息
　　雑収益
　　事務手数料収益

　　（２）経常費用

　　給料手当
　　賃金
　　職員交通費
　　退職給付費用
　　賞与引当金繰入額
　　法定福利費
　　福利厚生費
　　旅費交通費
　　会議費　
　　渉外活動費
　　通信運搬費
　　減価償却費
　　消耗什器備品費
　　消耗品費
　　修繕費
　　印刷製本費
　　支払手数料
　　光熱水料費
　　賃借料
　　保険料
　　諸謝金
　　租税公課
　　負担金
　　助成金
　　委託費
　　雑費

平成30年度　収支予算書(損益ベース)「法人管理事業」案
平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

科　　　　　　　　目
法人管理事業

備　　　　　考

貸付手数料

・法人会計事業収入

　　受取募金収益振替額

事業費

30・1・15現在会員数9,236＋300

経常収益計

　　役員報酬
　　給料手当
　　職員交通費
　　退職給付費用
　　賞与引当金繰入額
　　法定福利費
　　福利厚生費
　　旅費交通費
　　会議費
　　渉外活動費 慶弔費（祝電）　450.000込
　　通信運搬費
　　減価償却費
　　消耗什器備品費
　　消耗品費
　　修繕費
　　印刷製本費
　　支払手数料
　　光熱水料費
　　賃借料
　　保険料 地震保険他
　　諸謝金
　　租税公課
　　負担金
　　助成金
　　委託費
　　雑費

一般正味財産期首残高
一般正味財産期末残高

受取寄付金
　　　　募金収益

法人共通909,440＋64,800(ヘルプライン）

基本財産評価損益等

外部理事・監事

経常費用計
評価損益等調整前経常増減額

管理費

　　２.経常外増減の部

経常外収益計

　　（１）経常外収益

当期経常増減額

　　災害支援給付金等

投資有価証券評価損益等
特定資産評価損益等

　
　Ⅲ　正味財産期末残高

　Ⅱ　指定正味財産増減の部

一般正味財産への振替額
一般正味財産への振替額

当期指定正味財産増減額
指定正味財産期首残高
指定正味財産期末残高

当期一般正味財産増減額
他会計振替額

経常外費用計

評価損益等計

　　（２）経常外費用

当期経常外増減額

法人共通909,440＋64,800（ヘルプライン）
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Ⅰ　事業活動収支の部
　　１.　事業活動収入

　　基本財産利息収入

　　　特定資産利息収入
　　　　　　③　入会金収入
　　　　　　④　会費収入

　正会員会費収入
　　特別会員会費収入
　　賛助会員会費収入

　　　　　　⑤　事業収入
　　参加費･受講料収入
　　出版物頒布収入
　　広告・協賛金収入
　　受取手数料等収入
　　賃貸料収入
　　その他収入

　　　　　　⑥　補助金等収入
　　補助金等収入

　　　　　　⑦　負担金収入
　　負担金収入

　　　　　　⑧　寄付金収入
　　寄付金収入
　　募金収入

　　　　　　⑨　雑収入
　　受取利息収入
　　雑収入
　　事務手数料収入

　　２.　事業活動支出

　　給料手当支出
　　賃金支出
　　職員交通費支出
　　退職給付費用支出
　　法定福利費支出
　　福利厚生費支出
　　旅費交通費支出
　　会議費支出　
　　渉外活動費支出
　　通信運搬費支出
　　消耗什器備品費支出
　　消耗品費支出
　　修繕費支出
　　印刷製本費支出
　　支払手数料支出
　　光熱水料費支出
　　賃借料支出
　　保険料支出
　　諸謝金支出
　　租税公課支出
　　負担金支出
　　助成金支出
　　委託費支出
　　雑費支出

事業活動収入計

　①　事業費支出

平成30年度　収　支　予　算　書（資金収支ベース）案

　　　　　　⑩　他会計からの繰入金収入
　　他会計からの繰入金収入

　　　　　　①　基本財産運用収入

　　　　　　②　特定資産運用収入

科　　　　　　　　目
公１；講座、セミナー

等事業
公２；調査、資料収

集等事業
収益事業等会計　 　　　増減額29年度予算合計

公３；キャンペー
ン等事業

公４；拡充･支援等
事業

共通
公益目的事業会計

合計
30年度予算合計法人会計 内部取引控除

　　役員報酬支出
　　給料手当支出
　　職員交通費支出
　　退職給付費用支出
　　法定福利費支出
　　福利厚生費支出
　　旅費交通費支出
　　会議費支出
　　渉外活動費支出
　　通信運搬費支出
　　消耗什器備品費支出
　　消耗品費支出
　　修繕費支出
　　印刷製本費支出
　　支払手数料支出
　　光熱水料費支出
　　賃借料支出
　　保険料支出
　　諸謝金支出
　　租税公課支出
　　負担金支出
　　助成金支出
　　委託費支出
　　雑費支出
　　災害支援給付金等支出

　　　　　　③　法人税支出

　　　　　　④　他会計への繰入金支出

Ⅱ　投資活動収支の部
　　１.　投資活動収入

　　積立資産取崩収入

　　２.　投資活動支出
　　　　　　①　基本財産取得支出

減価償却引当資産取得支出
　　　　　　②　特定資産取得支出

退職給付引当資産取得支出
減価償却引当資産取得支出

　　　　　　③　固定資産取得支出
什器備品取得支出
インターネットソフト費支出
リース資産取得支出
建物付属設備取得支出
預託金取得支出

Ⅲ　財務活動収支の部
　　１.　財務活動収入

　　２.　財務活動支出

Ⅳ　予備費支出
　　予備費支出

　　　　　　④　投資有価証券売却収入

前期繰越収支差額
次期繰越収支差額

　　投資活動収入計

　　財務活動支出計
　　財務活動収支差額

　　投資活動支出計

当期収支差額

　　　　　　①　借入金収入

　　　　　　①　借入金返済支出

　　　　　　③　固定資産売却収入

　　他会計への繰入金支出

　　事業活動収支差額

　②　管理費支出

事業活動支出計

　　　　　　①　基本財産取崩収入

　　　　災害支援引当資産取崩収入
　　　退職給付引当資産取崩収入

　　財務活動収入計

　　　　　　④　投資有価証券取得支出

　　投資活動収支差額

　　　　　　⑤　敷金・保証金戻収入

災害支援引当資産取得支出

　　　　　　②　特定資産取崩収入

　　法人税支出

平成30年度　収　支　予　算　書（資金収支ベース）［総括］
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Ⅰ　事業活動収支の部
　　１.　事業活動収入

　　基本財産利息収入

　　　特定資産利息収入
　　　　　　③　入会金収入
　　　　　　④　会費収入

　正会員会費収入
　　特別会員会費収入
　　賛助会員会費収入

　　　　　　⑤　事業収入
　　参加費･受講料収入
　　出版物頒布収入
　　広告・協賛金収入
　　受取手数料等収入
　　賃貸料収入
　　その他収入

　　　　　　⑥　補助金等収入
　　補助金等収入

　　　　　　⑦　負担金収入
　　負担金収入

　　　　　　⑧　寄付金収入
　　寄付金収入
　　募金収入

　　　　　　⑨　雑収入
　　受取利息収入
　　雑収入
　　事務手数料収入

　　２.　事業活動支出

　　給料手当支出
　　賃金支出
　　職員交通費支出
　　退職給付費用支出
　　法定福利費支出
　　福利厚生費支出
　　旅費交通費支出
　　会議費支出　
　　渉外活動費支出
　　通信運搬費支出
　　消耗什器備品費支出
　　消耗品費支出
　　修繕費支出
　　印刷製本費支出
　　支払手数料支出
　　光熱水料費支出
　　賃借料支出
　　保険料支出
　　諸謝金支出
　　租税公課支出
　　負担金支出
　　助成金支出
　　委託費支出
　　雑費支出

事業活動収入計

　①　事業費支出

平成30年度　収　支　予　算　書（資金収支ベース）案

　　　　　　⑩　他会計からの繰入金収入
　　他会計からの繰入金収入

　　　　　　①　基本財産運用収入

　　　　　　②　特定資産運用収入

科　　　　　　　　目
公１；講座、セミナー

等事業
公２；調査、資料収

集等事業
収益事業等会計　 　　　増減額29年度予算合計

公３；キャンペー
ン等事業

公４；拡充･支援等
事業

共通
公益目的事業会計

合計
30年度予算合計法人会計 内部取引控除

　　役員報酬支出
　　給料手当支出
　　職員交通費支出
　　退職給付費用支出
　　法定福利費支出
　　福利厚生費支出
　　旅費交通費支出
　　会議費支出
　　渉外活動費支出
　　通信運搬費支出
　　消耗什器備品費支出
　　消耗品費支出
　　修繕費支出
　　印刷製本費支出
　　支払手数料支出
　　光熱水料費支出
　　賃借料支出
　　保険料支出
　　諸謝金支出
　　租税公課支出
　　負担金支出
　　助成金支出
　　委託費支出
　　雑費支出
　　災害支援給付金等支出

　　　　　　③　法人税支出

　　　　　　④　他会計への繰入金支出

Ⅱ　投資活動収支の部
　　１.　投資活動収入

　　積立資産取崩収入

　　２.　投資活動支出
　　　　　　①　基本財産取得支出

減価償却引当資産取得支出
　　　　　　②　特定資産取得支出

退職給付引当資産取得支出
減価償却引当資産取得支出

　　　　　　③　固定資産取得支出
什器備品取得支出
インターネットソフト費支出
リース資産取得支出
建物付属設備取得支出
預託金取得支出

Ⅲ　財務活動収支の部
　　１.　財務活動収入

　　２.　財務活動支出

Ⅳ　予備費支出
　　予備費支出

　　　　　　④　投資有価証券売却収入

前期繰越収支差額
次期繰越収支差額

　　投資活動収入計

　　財務活動支出計
　　財務活動収支差額

　　投資活動支出計

当期収支差額

　　　　　　①　借入金収入

　　　　　　①　借入金返済支出

　　　　　　③　固定資産売却収入

　　他会計への繰入金支出

　　事業活動収支差額

　②　管理費支出

事業活動支出計

　　　　　　①　基本財産取崩収入

　　　　災害支援引当資産取崩収入
　　　退職給付引当資産取崩収入

　　財務活動収入計

　　　　　　④　投資有価証券取得支出

　　投資活動収支差額

　　　　　　⑤　敷金・保証金戻収入

災害支援引当資産取得支出

　　　　　　②　特定資産取崩収入

　　法人税支出

　　役員報酬支出
　　給料手当支出
　　職員交通費支出
　　退職給付費用支出
　　法定福利費支出
　　福利厚生費支出
　　旅費交通費支出
　　会議費支出
　　渉外活動費支出
　　通信運搬費支出
　　消耗什器備品費支出
　　消耗品費支出
　　修繕費支出
　　印刷製本費支出
　　支払手数料支出
　　光熱水料費支出
　　賃借料支出
　　保険料支出
　　諸謝金支出
　　租税公課支出
　　負担金支出
　　助成金支出
　　委託費支出
　　雑費支出
　　災害支援給付金等支出

　　　　　　③　法人税支出

　　　　　　④　他会計への繰入金支出

Ⅱ　投資活動収支の部
　　１.　投資活動収入

　　積立資産取崩収入

　　２.　投資活動支出
　　　　　　①　基本財産取得支出

減価償却引当資産取得支出
　　　　　　②　特定資産取得支出

退職給付引当資産取得支出
減価償却引当資産取得支出

　　　　　　③　固定資産取得支出
什器備品取得支出
インターネットソフト費支出
リース資産取得支出
建物付属設備取得支出
預託金取得支出

Ⅲ　財務活動収支の部
　　１.　財務活動収入

　　２.　財務活動支出

Ⅳ　予備費支出
　　予備費支出

　　　　　　④　投資有価証券売却収入

前期繰越収支差額
次期繰越収支差額

　　投資活動収入計

　　財務活動支出計
　　財務活動収支差額

　　投資活動支出計

当期収支差額

　　　　　　①　借入金収入

　　　　　　①　借入金返済支出

　　　　　　③　固定資産売却収入

　　他会計への繰入金支出

　　事業活動収支差額

　②　管理費支出

事業活動支出計

　　　　　　①　基本財産取崩収入

　　　　災害支援引当資産取崩収入
　　　退職給付引当資産取崩収入

　　財務活動収入計

　　　　　　④　投資有価証券取得支出

　　投資活動収支差額

　　　　　　⑤　敷金・保証金戻収入

災害支援引当資産取得支出

　　　　　　②　特定資産取崩収入

　　法人税支出
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公益目的事業会計

(単位：円）

全国研究大会 保育総合研修会 保育実践セミナー 園長セミナー 研修活動事業 保育カウンセラー 自然あそびの達人 海外視察研修 国際交流活動 人口減少地域保育サミット 政令指定都市会議 小共通 講座等計
Ⅰ　事業活動収支の部
　　１.　事業活動収入

　　基本財産利息収入

　　　特定資産利息収入
　　　　　　③　入会金収入
　　　　　　④　会費収入

　正会員会費収入
　　特別会員会費収入
　　賛助会員会費収入

　　　　　　⑤　事業収入

　　参加費･受講料収入
　　出版物頒布収入
　　広告・協賛金収入

　　受取手数料等収入
　　その他収入

　　　　　　⑥　補助金等収入
　　補助金等収入

　　　　　　⑦　負担金収入
　　負担金収入

　　　　　　⑧　寄付金収入
　　寄付金収入
　　募金収入

　　　　　　⑨　雑収入
　　受取利息収入
　　雑収入
　　事務手数料収入

　　２.　事業活動支出

　　給料手当支出
　　賃金支出
　　職員交通費支出
　　退職給付費用支出
　　法定福利費支出
　　福利厚生費支出
　　旅費交通費支出
　　会議費支出　
　　渉外活動費支出
　　通信運搬費支出
　　消耗什器備品費支出
　　消耗品費支出
　　修繕費支出
　　印刷製本費支出
　　支払手数料支出
　　光熱水料費支出
　　賃借料支出
　　保険料支出
　　諸謝金支出
　　租税公課支出
　　負担金支出
　　助成金支出
　　委託費支出
　　雑費支出

備　　　　　考

　　　　　　⑩　他会計からの繰入金収入

事業活動収入計
　　他会計からの繰入金収入

公益事業１　　講座、セミナー、育成事業

　　　　　　②　特定資産運用収入

平成30年度　収支予算書(資金収支ベース)「公益事業１」案
平成30年４月１日から平成31年３月31日まで

　①　事業費支出

科　　　　　　　　目

　　　　　　①　基本財産運用収入

・講座・セミナー等事業収入

　　役員報酬支出
　　給料手当支出
　　職員交通費支出
　　退職給付費用支出
　　法定福利費支出
　　福利厚生費支出
　　旅費交通費支出
　　会議費支出
　　渉外活動費支出
　　通信運搬費支出
　　消耗什器備品費支出
　　消耗品費支出
　　修繕費支出
　　印刷製本費支出
　　支払手数料支出
　　光熱水料費支出
　　賃借料支出
　　保険料支出
　　諸謝金支出
　　租税公課支出
　　負担金支出
　　助成金支出
　　委託費支出
　　雑費支出

　　　　　　③　他会計への繰入金支出

Ⅱ　投資活動収支の部
　　１.　投資活動収入

　　積立資産取崩収入

　　２.　投資活動支出
　　　　　　①　基本財産取得支出

減価償却引当資産取得支出
　　　　　　②　特定資産取得支出

退職給付引当資産取得支出
減価償却引当資産取得支出

　　　　　　③　固定資産取得支出
什器備品取得支出
インターネットソフト費支出
リース資産取得支出
建物付属設備取得支出
預託金取得支出

Ⅲ　財務活動収支の部
　　１.　財務活動収入

　　２.　財務活動支出

Ⅳ　予備費支出
　　予備費支出

前期繰越収支差額

　　投資活動収入計
　　　　　　⑤　敷金・保証金戻収入

　　財務活動収支差額
　　財務活動支出計

　　投資活動支出計
　　　　　　④　投資有価証券取得支出

当期収支差額

　　　　　　④　投資有価証券売却収入

事業活動支出計

　　投資活動収支差額

　　　　　　①　借入金収入

　　　　　　①　借入金返済支出

　　財務活動収入計

　　　　　　③　固定資産売却収入

次期繰越収支差額

　②　管理費支出

　　他会計への繰入金支出

　　　　　　②　特定資産取崩収入
　　　　　　①　基本財産取崩収入

　　事業活動収支差額

平成30年度　収　支　予　算　書（資金収支ベース）［個別①］
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公益目的事業会計

(単位：円）

全国研究大会 保育総合研修会 保育実践セミナー 園長セミナー 研修活動事業 保育カウンセラー 自然あそびの達人 海外視察研修 国際交流活動 人口減少地域保育サミット 政令指定都市会議 小共通 講座等計
Ⅰ　事業活動収支の部
　　１.　事業活動収入

　　基本財産利息収入

　　　特定資産利息収入
　　　　　　③　入会金収入
　　　　　　④　会費収入

　正会員会費収入
　　特別会員会費収入
　　賛助会員会費収入

　　　　　　⑤　事業収入

　　参加費･受講料収入
　　出版物頒布収入
　　広告・協賛金収入

　　受取手数料等収入
　　その他収入

　　　　　　⑥　補助金等収入
　　補助金等収入

　　　　　　⑦　負担金収入
　　負担金収入

　　　　　　⑧　寄付金収入
　　寄付金収入
　　募金収入

　　　　　　⑨　雑収入
　　受取利息収入
　　雑収入
　　事務手数料収入

　　２.　事業活動支出

　　給料手当支出
　　賃金支出
　　職員交通費支出
　　退職給付費用支出
　　法定福利費支出
　　福利厚生費支出
　　旅費交通費支出
　　会議費支出　
　　渉外活動費支出
　　通信運搬費支出
　　消耗什器備品費支出
　　消耗品費支出
　　修繕費支出
　　印刷製本費支出
　　支払手数料支出
　　光熱水料費支出
　　賃借料支出
　　保険料支出
　　諸謝金支出
　　租税公課支出
　　負担金支出
　　助成金支出
　　委託費支出
　　雑費支出

備　　　　　考

　　　　　　⑩　他会計からの繰入金収入

事業活動収入計
　　他会計からの繰入金収入

公益事業１　　講座、セミナー、育成事業

　　　　　　②　特定資産運用収入

平成30年度　収支予算書(資金収支ベース)「公益事業１」案
平成30年４月１日から平成31年３月31日まで

　①　事業費支出

科　　　　　　　　目

　　　　　　①　基本財産運用収入

・講座・セミナー等事業収入

　　役員報酬支出
　　給料手当支出
　　職員交通費支出
　　退職給付費用支出
　　法定福利費支出
　　福利厚生費支出
　　旅費交通費支出
　　会議費支出
　　渉外活動費支出
　　通信運搬費支出
　　消耗什器備品費支出
　　消耗品費支出
　　修繕費支出
　　印刷製本費支出
　　支払手数料支出
　　光熱水料費支出
　　賃借料支出
　　保険料支出
　　諸謝金支出
　　租税公課支出
　　負担金支出
　　助成金支出
　　委託費支出
　　雑費支出

　　　　　　③　他会計への繰入金支出

Ⅱ　投資活動収支の部
　　１.　投資活動収入

　　積立資産取崩収入

　　２.　投資活動支出
　　　　　　①　基本財産取得支出

減価償却引当資産取得支出
　　　　　　②　特定資産取得支出

退職給付引当資産取得支出
減価償却引当資産取得支出

　　　　　　③　固定資産取得支出
什器備品取得支出
インターネットソフト費支出
リース資産取得支出
建物付属設備取得支出
預託金取得支出

Ⅲ　財務活動収支の部
　　１.　財務活動収入

　　２.　財務活動支出

Ⅳ　予備費支出
　　予備費支出

前期繰越収支差額

　　投資活動収入計
　　　　　　⑤　敷金・保証金戻収入

　　財務活動収支差額
　　財務活動支出計

　　投資活動支出計
　　　　　　④　投資有価証券取得支出

当期収支差額

　　　　　　④　投資有価証券売却収入

事業活動支出計

　　投資活動収支差額

　　　　　　①　借入金収入

　　　　　　①　借入金返済支出

　　財務活動収入計

　　　　　　③　固定資産売却収入

次期繰越収支差額

　②　管理費支出

　　他会計への繰入金支出

　　　　　　②　特定資産取崩収入
　　　　　　①　基本財産取崩収入

　　事業活動収支差額
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公益目的事業会計

（単位：円） （単位：円）

調査研究 保育所問題資料発行 参考書籍収集 子育て総合研究機構 保育制度検討 保育単価検討 小共通 調査等計 全私保連運動活動 シンポジウム等 食育事業 小共通 キャンペーン等計

Ⅰ　事業活動収支の部 Ⅰ　事業活動収支の部

　　１.　事業活動収入 　　１.　事業活動収入

　　基本財産利息収入 　　基本財産利息収入

　　　特定資産利息収入 　　　特定資産利息収入

　　　　　　③　入会金収入 　　　　　　③　入会金収入

　　　　　　④　会費収入 　　　　　　④　会費収入

　正会員会費収入 　正会員会費収入

　　特別会員会費収入 　　特別会員会費収入

　　賛助会員会費収入 　　賛助会員会費収入

　　　　　　⑤　事業収入 　　　　　　⑤　事業収入

　　参加費･受講料収入

　　参加費･受講料収入 　　出版物頒布収入

　　出版物頒布収入 　　広告・協賛金収入

　　広告・協賛金収入 　　受取手数料等収入

　　受取手数料等収入 　　その他収入 保育リボン

　　その他収入

　　　　　　⑥　補助金等収入 　　　　　　⑥　補助金等収入

　　補助金等収入 　　補助金等収入

　　　　　　⑦　負担金収入 　　　　　　⑦　負担金収入

　　負担金収入 　　負担金収入

　　　　　　⑧　寄付金収入 　　　　　　⑧　寄付金収入

　　寄付金収入 　　寄付金収入

　　募金収入 　　募金収入

　　　　　　⑨　雑収入 　　　　　　⑨　雑収入

　　受取利息収入 　　受取利息収入

　　雑収入 　　雑収入

　　事務手数料収入 　　事務手数料収入

　　２.　事業活動支出 　　２.　事業活動支出

　　給料手当支出 　　給料手当支出

　　賃金支出 　　賃金支出

　　職員交通費支出 　　職員交通費支出

　　退職給付費用支出 　　退職給付費用支出

　　法定福利費支出 　　法定福利費支出

　　福利厚生費支出 　　福利厚生費支出

　　旅費交通費支出 　　旅費交通費支出

　　会議費支出　 　　会議費支出　

　　渉外活動費支出 　　渉外活動費支出

　　通信運搬費支出 　　通信運搬費支出

　　消耗什器備品費支出 　　消耗什器備品費支出

　　消耗品費支出 　　消耗品費支出

　　修繕費支出 　　修繕費支出

　　印刷製本費支出 　　印刷製本費支出

　　支払手数料支出 　　支払手数料支出

　　光熱水料費支出 　　光熱水料費支出

　　賃借料支出 　　賃借料支出

　　保険料支出 　　保険料支出

　　諸謝金支出 　　諸謝金支出

　　租税公課支出 　　租税公課支出

　　負担金支出 　　負担金支出

　　助成金支出 　　助成金支出

　　委託費支出 　　委託費支出

　　雑費支出 　　雑費支出

　　　　　　①　基本財産運用収入

　　　　　　②　特定資産運用収入

　　　　　　⑩　他会計からの繰入金収入

　　　　　　①　基本財産運用収入

平成30年度　収支予算書(資金収支ベース)「公益事業２・３」案

平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

　　　　　　②　特定資産運用収入

・調査等事業収入

　　　　　　⑩　他会計からの繰入金収入

公益事業３　キャンペーン等事業
備　　　　　考科　　　　　　　　目

公益事業2　　調査、資料収集事業
備　　　　　考 科　　　　　　　　目

事業活動収入計 事業活動収入計

　①　事業費支出

　　他会計からの繰入金収入 　　他会計からの繰入金収入

　①　事業費支出

　　役員報酬支出 　　役員報酬支出

　　給料手当支出 　　給料手当支出

　　職員交通費支出 　　職員交通費支出

　　退職給付費用支出 　　退職給付費用支出

　　法定福利費支出 　　法定福利費支出

　　福利厚生費支出 　　福利厚生費支出

　　旅費交通費支出 　　旅費交通費支出

　　会議費支出 　　会議費支出

　　渉外活動費支出 　　渉外活動費支出

　　通信運搬費支出 　　通信運搬費支出

　　消耗什器備品費支出 　　消耗什器備品費支出

　　消耗品費支出 　　消耗品費支出

　　修繕費支出 　　修繕費支出

　　印刷製本費支出 　　印刷製本費支出

　　支払手数料支出 　　支払手数料支出

　　光熱水料費支出 　　光熱水料費支出

　　賃借料支出 　　賃借料支出

　　保険料支出 　　保険料支出

　　諸謝金支出 　　諸謝金支出

　　租税公課支出 　　租税公課支出

　　負担金支出 　　負担金支出

　　助成金支出 　　助成金支出

　　委託費支出 　　委託費支出

　　雑費支出 　　雑費支出

　　　　　　③　他会計への繰入金支出 　　　　　　③　他会計への繰入金支出

Ⅱ　投資活動収支の部 Ⅱ　投資活動収支の部

　　１.　投資活動収入 　　１.　投資活動収入

　　積立資産取崩収入 　　積立資産取崩収入

　　２.　投資活動支出 　　２.　投資活動支出

　　　　　　①　基本財産取得支出 　　　　　　①　基本財産取得支出

減価償却引当資産取得支出 減価償却引当資産取得支出

　　　　　　②　特定資産取得支出 　　　　　　②　特定資産取得支出

退職給付引当資産取得支出 退職給付引当資産取得支出

減価償却引当資産取得支出 減価償却引当資産取得支出

　　　　　　③　固定資産取得支出 　　　　　　③　固定資産取得支出

什器備品取得支出 什器備品取得支出

インターネットソフト費支出 インターネットソフト費支出

リース資産取得支出 リース資産取得支出

建物付属設備取得支出 建物付属設備取得支出

Ⅲ　財務活動収支の部 Ⅲ　財務活動収支の部

　　１.　財務活動収入 　　１.　財務活動収入

　　２.　財務活動支出 　　２.　財務活動支出

Ⅳ　予備費支出 Ⅳ　予備費支出

　　予備費支出 　　予備費支出

　②　管理費支出 　②　管理費支出

事業活動支出計 事業活動支出計

　　他会計への繰入金支出 　　他会計への繰入金支出

　　　　　　⑤　敷金・保証金戻収入 　　　　　　⑤　敷金・保証金戻収入

　　　　　　①　基本財産取崩収入 　　　　　　①　基本財産取崩収入

　　事業活動収支差額 　　事業活動収支差額

　　　　　　③　固定資産売却収入 　　　　　　③　固定資産売却収入

　　　　　　②　特定資産取崩収入 　　　　　　②　特定資産取崩収入

　　投資活動支出計 　　投資活動支出計

　　　　　　①　借入金収入 　　　　　　①　借入金収入

　　　　　　④　投資有価証券売却収入 　　　　　　④　投資有価証券売却収入

　　　　　　④　投資有価証券取得支出 　　　　　　④　投資有価証券取得支出

　　投資活動収入計 　　投資活動収入計

　　財務活動収支差額 　　財務活動収支差額

　　財務活動支出計 　　財務活動支出計

　　投資活動収支差額 　　投資活動収支差額

　　財務活動収入計 　　財務活動収入計

　　　　　　①　借入金返済支出 　　　　　　①　借入金返済支出

当期収支差額

前期繰越収支差額

次期繰越収支差額

当期収支差額

前期繰越収支差額

次期繰越収支差額

平成30年度　収　支　予　算　書（資金収支ベース）［個別②］
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公益目的事業会計

（単位：円） （単位：円）

調査研究 保育所問題資料発行 参考書籍収集 子育て総合研究機構 保育制度検討 保育単価検討 小共通 調査等計 全私保連運動活動 シンポジウム等 食育事業 小共通 キャンペーン等計

Ⅰ　事業活動収支の部 Ⅰ　事業活動収支の部

　　１.　事業活動収入 　　１.　事業活動収入

　　基本財産利息収入 　　基本財産利息収入

　　　特定資産利息収入 　　　特定資産利息収入

　　　　　　③　入会金収入 　　　　　　③　入会金収入

　　　　　　④　会費収入 　　　　　　④　会費収入

　正会員会費収入 　正会員会費収入

　　特別会員会費収入 　　特別会員会費収入

　　賛助会員会費収入 　　賛助会員会費収入

　　　　　　⑤　事業収入 　　　　　　⑤　事業収入

　　参加費･受講料収入

　　参加費･受講料収入 　　出版物頒布収入

　　出版物頒布収入 　　広告・協賛金収入

　　広告・協賛金収入 　　受取手数料等収入

　　受取手数料等収入 　　その他収入 保育リボン

　　その他収入

　　　　　　⑥　補助金等収入 　　　　　　⑥　補助金等収入

　　補助金等収入 　　補助金等収入

　　　　　　⑦　負担金収入 　　　　　　⑦　負担金収入

　　負担金収入 　　負担金収入

　　　　　　⑧　寄付金収入 　　　　　　⑧　寄付金収入

　　寄付金収入 　　寄付金収入

　　募金収入 　　募金収入

　　　　　　⑨　雑収入 　　　　　　⑨　雑収入

　　受取利息収入 　　受取利息収入

　　雑収入 　　雑収入

　　事務手数料収入 　　事務手数料収入

　　２.　事業活動支出 　　２.　事業活動支出

　　給料手当支出 　　給料手当支出

　　賃金支出 　　賃金支出

　　職員交通費支出 　　職員交通費支出

　　退職給付費用支出 　　退職給付費用支出

　　法定福利費支出 　　法定福利費支出

　　福利厚生費支出 　　福利厚生費支出

　　旅費交通費支出 　　旅費交通費支出

　　会議費支出　 　　会議費支出　

　　渉外活動費支出 　　渉外活動費支出

　　通信運搬費支出 　　通信運搬費支出

　　消耗什器備品費支出 　　消耗什器備品費支出

　　消耗品費支出 　　消耗品費支出

　　修繕費支出 　　修繕費支出

　　印刷製本費支出 　　印刷製本費支出

　　支払手数料支出 　　支払手数料支出

　　光熱水料費支出 　　光熱水料費支出

　　賃借料支出 　　賃借料支出

　　保険料支出 　　保険料支出

　　諸謝金支出 　　諸謝金支出

　　租税公課支出 　　租税公課支出

　　負担金支出 　　負担金支出

　　助成金支出 　　助成金支出

　　委託費支出 　　委託費支出

　　雑費支出 　　雑費支出

　　　　　　①　基本財産運用収入

　　　　　　②　特定資産運用収入

　　　　　　⑩　他会計からの繰入金収入

　　　　　　①　基本財産運用収入

平成30年度　収支予算書(資金収支ベース)「公益事業２・３」案

平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

　　　　　　②　特定資産運用収入

・調査等事業収入

　　　　　　⑩　他会計からの繰入金収入

公益事業３　キャンペーン等事業
備　　　　　考科　　　　　　　　目

公益事業2　　調査、資料収集事業
備　　　　　考 科　　　　　　　　目

事業活動収入計 事業活動収入計

　①　事業費支出

　　他会計からの繰入金収入 　　他会計からの繰入金収入

　①　事業費支出

　　役員報酬支出 　　役員報酬支出

　　給料手当支出 　　給料手当支出

　　職員交通費支出 　　職員交通費支出

　　退職給付費用支出 　　退職給付費用支出

　　法定福利費支出 　　法定福利費支出

　　福利厚生費支出 　　福利厚生費支出

　　旅費交通費支出 　　旅費交通費支出

　　会議費支出 　　会議費支出

　　渉外活動費支出 　　渉外活動費支出

　　通信運搬費支出 　　通信運搬費支出

　　消耗什器備品費支出 　　消耗什器備品費支出

　　消耗品費支出 　　消耗品費支出

　　修繕費支出 　　修繕費支出

　　印刷製本費支出 　　印刷製本費支出

　　支払手数料支出 　　支払手数料支出

　　光熱水料費支出 　　光熱水料費支出

　　賃借料支出 　　賃借料支出

　　保険料支出 　　保険料支出

　　諸謝金支出 　　諸謝金支出

　　租税公課支出 　　租税公課支出

　　負担金支出 　　負担金支出

　　助成金支出 　　助成金支出

　　委託費支出 　　委託費支出

　　雑費支出 　　雑費支出

　　　　　　③　他会計への繰入金支出 　　　　　　③　他会計への繰入金支出

Ⅱ　投資活動収支の部 Ⅱ　投資活動収支の部

　　１.　投資活動収入 　　１.　投資活動収入

　　積立資産取崩収入 　　積立資産取崩収入

　　２.　投資活動支出 　　２.　投資活動支出

　　　　　　①　基本財産取得支出 　　　　　　①　基本財産取得支出

減価償却引当資産取得支出 減価償却引当資産取得支出

　　　　　　②　特定資産取得支出 　　　　　　②　特定資産取得支出

退職給付引当資産取得支出 退職給付引当資産取得支出

減価償却引当資産取得支出 減価償却引当資産取得支出

　　　　　　③　固定資産取得支出 　　　　　　③　固定資産取得支出

什器備品取得支出 什器備品取得支出

インターネットソフト費支出 インターネットソフト費支出

リース資産取得支出 リース資産取得支出

建物付属設備取得支出 建物付属設備取得支出

Ⅲ　財務活動収支の部 Ⅲ　財務活動収支の部

　　１.　財務活動収入 　　１.　財務活動収入

　　２.　財務活動支出 　　２.　財務活動支出

Ⅳ　予備費支出 Ⅳ　予備費支出

　　予備費支出 　　予備費支出

　②　管理費支出 　②　管理費支出

事業活動支出計 事業活動支出計

　　他会計への繰入金支出 　　他会計への繰入金支出

　　　　　　⑤　敷金・保証金戻収入 　　　　　　⑤　敷金・保証金戻収入

　　　　　　①　基本財産取崩収入 　　　　　　①　基本財産取崩収入

　　事業活動収支差額 　　事業活動収支差額

　　　　　　③　固定資産売却収入 　　　　　　③　固定資産売却収入

　　　　　　②　特定資産取崩収入 　　　　　　②　特定資産取崩収入

　　投資活動支出計 　　投資活動支出計

　　　　　　①　借入金収入 　　　　　　①　借入金収入

　　　　　　④　投資有価証券売却収入 　　　　　　④　投資有価証券売却収入

　　　　　　④　投資有価証券取得支出 　　　　　　④　投資有価証券取得支出

　　投資活動収入計 　　投資活動収入計

　　財務活動収支差額 　　財務活動収支差額

　　財務活動支出計 　　財務活動支出計

　　投資活動収支差額 　　投資活動収支差額

　　財務活動収入計 　　財務活動収入計

　　　　　　①　借入金返済支出 　　　　　　①　借入金返済支出

当期収支差額

前期繰越収支差額

次期繰越収支差額

当期収支差額

前期繰越収支差額

次期繰越収支差額
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公益目的事業会計

（単位：円）

地方組織支援 ブロック組織支援 予算対策活動 保育情報提供 広報活動 小共通 拡充･支援共通事業計

Ⅰ　事業活動収支の部
　　１.　事業活動収入

　　基本財産利息収入

　　　特定資産利息収入
　　　　　　③　入会金収入
　　　　　　④　会費収入

　正会員会費収入 30・1・15会員数9,236＋300
　　特別会員会費収入
　　賛助会員会費収入

　　　　　　⑤　事業収入

　　参加費･受講料収入
　　出版物頒布収入
　　広告・協賛金収入
　　受取手数料等収入
　　その他収入

　　　　　　⑥　補助金等収入
　　補助金等収入

　　　　　　⑦　負担金収入
　　負担金収入

　　　　　　⑧　寄付金収入
　　寄付金収入
　　募金収入

　　　　　　⑨　雑収入
　　受取利息収入
　　雑収入
　　事務手数料収入

　　２.　事業活動支出

　　給料手当支出
　　賃金支出
　　職員交通費支出
　　退職給付費用支出
　　法定福利費支出
　　福利厚生費支出
　　旅費交通費支出
　　会議費支出　
　　渉外活動費支出
　　通信運搬費支出
　　消耗什器備品費支出
　　消耗品費支出
　　修繕費支出
　　印刷製本費支出
　　支払手数料支出
　　光熱水料費支出
　　賃借料支出
　　保険料支出
　　諸謝金支出
　　租税公課支出
　　負担金支出
　　助成金支出 ブロック組織支援14,874,246円
　　委託費支出
　　雑費支出

　①　事業費支出

公益事業4　拡充･支援・共通事業

・公益共通事業収入

科　　　　　　　　目

事業活動収入計
　　他会計からの繰入金収入

　　　　　　⑩　他会計からの繰入金収入

平成30年度　収支予算書(資金収支ベース)「公益事業４・共通事業」案
平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

備　　　　　考

　　　　　　①　基本財産運用収入

　　　　　　②　特定資産運用収入

　　役員報酬支出
　　給料手当支出
　　職員交通費支出
　　退職給付費用支出
　　法定福利費支出
　　福利厚生費支出
　　旅費交通費支出
　　会議費支出
　　渉外活動費支出
　　通信運搬費支出
　　消耗什器備品費支出
　　消耗品費支出
　　修繕費支出
　　印刷製本費支出
　　支払手数料支出
　　光熱水料費支出
　　賃借料支出
　　保険料支出
　　諸謝金支出
　　租税公課支出
　　負担金支出
　　助成金支出
　　委託費支出
　　雑費支出

　　　　　　③　他会計への繰入金支出

Ⅱ　投資活動収支の部
　　１.　投資活動収入

　　積立資産取崩収入

　　２.　投資活動支出
　　　　　　①　基本財産取得支出

減価償却引当資産取得支出
　　　　　　②　特定資産取得支出

退職給付引当資産取得支出

減価償却引当資産取得支出
　　　　　　③　固定資産取得支出

什器備品取得支出
インターネットソフト費支出
リース資産取得支出
建物付属設備取得支出

Ⅲ　財務活動収支の部
　　１.　財務活動収入

　　２.　財務活動支出

Ⅳ　予備費支出
　　予備費支出

事業活動支出計
　　他会計への繰入金支出

　②　管理費支出

　　財務活動支出計

　　　　　　①　借入金収入

　　事業活動収支差額

　　　　　　①　基本財産取崩収入

　　　　　　①　借入金返済支出

　　　　　　②　特定資産取崩収入

　　　　　　④　投資有価証券売却収入
　　　　　　③　固定資産売却収入

次期繰越収支差額

　　投資活動収入計
　　　　　　⑤　敷金・保証金戻収入

　　投資活動支出計
　　　　　　④　投資有価証券取得支出

　　財務活動収入計

　　投資活動収支差額

　　財務活動収支差額

当期収支差額
前期繰越収支差額

平成30年度　収　支　予　算　書（資金収支ベース）［個別③］
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公益目的事業会計

（単位：円）

地方組織支援 ブロック組織支援 予算対策活動 保育情報提供 広報活動 小共通 拡充･支援共通事業計

Ⅰ　事業活動収支の部
　　１.　事業活動収入

　　基本財産利息収入

　　　特定資産利息収入
　　　　　　③　入会金収入
　　　　　　④　会費収入

　正会員会費収入 30・1・15会員数9,236＋300
　　特別会員会費収入
　　賛助会員会費収入

　　　　　　⑤　事業収入

　　参加費･受講料収入
　　出版物頒布収入
　　広告・協賛金収入
　　受取手数料等収入
　　その他収入

　　　　　　⑥　補助金等収入
　　補助金等収入

　　　　　　⑦　負担金収入
　　負担金収入

　　　　　　⑧　寄付金収入
　　寄付金収入
　　募金収入

　　　　　　⑨　雑収入
　　受取利息収入
　　雑収入
　　事務手数料収入

　　２.　事業活動支出

　　給料手当支出
　　賃金支出
　　職員交通費支出
　　退職給付費用支出
　　法定福利費支出
　　福利厚生費支出
　　旅費交通費支出
　　会議費支出　
　　渉外活動費支出
　　通信運搬費支出
　　消耗什器備品費支出
　　消耗品費支出
　　修繕費支出
　　印刷製本費支出
　　支払手数料支出
　　光熱水料費支出
　　賃借料支出
　　保険料支出
　　諸謝金支出
　　租税公課支出
　　負担金支出
　　助成金支出 ブロック組織支援14,874,246円
　　委託費支出
　　雑費支出

　①　事業費支出

公益事業4　拡充･支援・共通事業

・公益共通事業収入

科　　　　　　　　目

事業活動収入計
　　他会計からの繰入金収入

　　　　　　⑩　他会計からの繰入金収入

平成30年度　収支予算書(資金収支ベース)「公益事業４・共通事業」案
平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

備　　　　　考

　　　　　　①　基本財産運用収入

　　　　　　②　特定資産運用収入

　　役員報酬支出
　　給料手当支出
　　職員交通費支出
　　退職給付費用支出
　　法定福利費支出
　　福利厚生費支出
　　旅費交通費支出
　　会議費支出
　　渉外活動費支出
　　通信運搬費支出
　　消耗什器備品費支出
　　消耗品費支出
　　修繕費支出
　　印刷製本費支出
　　支払手数料支出
　　光熱水料費支出
　　賃借料支出
　　保険料支出
　　諸謝金支出
　　租税公課支出
　　負担金支出
　　助成金支出
　　委託費支出
　　雑費支出

　　　　　　③　他会計への繰入金支出

Ⅱ　投資活動収支の部
　　１.　投資活動収入

　　積立資産取崩収入

　　２.　投資活動支出
　　　　　　①　基本財産取得支出

減価償却引当資産取得支出
　　　　　　②　特定資産取得支出

退職給付引当資産取得支出

減価償却引当資産取得支出
　　　　　　③　固定資産取得支出

什器備品取得支出
インターネットソフト費支出
リース資産取得支出
建物付属設備取得支出

Ⅲ　財務活動収支の部
　　１.　財務活動収入

　　２.　財務活動支出

Ⅳ　予備費支出
　　予備費支出

事業活動支出計
　　他会計への繰入金支出

　②　管理費支出

　　財務活動支出計

　　　　　　①　借入金収入

　　事業活動収支差額

　　　　　　①　基本財産取崩収入

　　　　　　①　借入金返済支出

　　　　　　②　特定資産取崩収入

　　　　　　④　投資有価証券売却収入
　　　　　　③　固定資産売却収入

次期繰越収支差額

　　投資活動収入計
　　　　　　⑤　敷金・保証金戻収入

　　投資活動支出計
　　　　　　④　投資有価証券取得支出

　　財務活動収入計

　　投資活動収支差額

　　財務活動収支差額

当期収支差額
前期繰越収支差額
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収益事業等会計
平成30年度　収支予算書(資金収支ベース)「収益事業等」案

(単位：円）

サービス事業検討 会員向けサービス事業 事務業務委託事業 出版物販売 事務所賃貸 保育功労表彰 幹部セミナー 小共通 収益等計
Ⅰ　事業活動収支の部
　　１.　事業活動収入

　　基本財産利息収入

　　　特定資産利息収入
　　　　　　③　入会金収入
　　　　　　④　会費収入

　正会員会費収入
　　特別会員会費収入
　　賛助会員会費収入

　　　　　　⑤　事業収入

　　参加費･受講料収入
　　出版物頒布収入
　　広告・協賛金収入
　　受取手数料等収入
　　賃貸料収入
　　その他収入

　　　　　　⑥　補助金等収入
　　補助金等収入

　　　　　　⑦　負担金収入
　　負担金収入

　　　　　　⑧　寄付金収入
　　寄付金収入
　　募金収入

　　　　　　⑨　雑収入
　　受取利息収入
　　雑収入 ＫＤＤＩ
　　事務手数料収入 124,524×１２

　　２.　事業活動支出

　　給料手当支出
　　賃金支出
　　職員交通費支出
　　退職給付費用支出
　　法定福利費支出
　　福利厚生費支出
　　旅費交通費支出
　　会議費支出　
　　渉外活動費支出
　　通信運搬費支出
　　消耗什器備品費支出
　　消耗品費支出
　　修繕費支出
　　印刷製本費支出
　　支払手数料支出
　　光熱水料費支出
　　賃借料支出
　　保険料支出
　　諸謝金支出
　　租税公課支出
　　負担金支出
　　助成金支出
　　委託費支出
　　雑費支出

事業活動収入計

平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

　　　　　　①　基本財産運用収入

　　　　　　②　特定資産運用収入

科　　　　　　　　目
収益事業等

・収益等事業収入

　　　　　　⑩　他会計からの繰入金収入
　　他会計からの繰入金収入

　①　事業費支出

　　役員報酬支出
　　給料手当支出
　　職員交通費支出
　　退職給付費用支出
　　法定福利費支出
　　福利厚生費支出
　　旅費交通費支出
　　会議費支出
　　渉外活動費支出
　　通信運搬費支出
　　消耗什器備品費支出
　　消耗品費支出
　　修繕費支出
　　印刷製本費支出
　　支払手数料支出
　　光熱水料費支出
　　賃借料支出
　　保険料支出
　　諸謝金支出
　　租税公課支出
　　負担金支出
　　助成金支出
　　委託費支出
　　雑費支出

　　　　　　③　法人税支出

　　　　　　④　他会計への繰入金支出

Ⅱ　投資活動収支の部
　　１.　投資活動収入

　　積立資産取崩収入

　　２.　投資活動支出
　　　　　　①　基本財産取得支出

減価償却引当資産取得支出
　　　　　　②　特定資産取得支出

退職給付引当資産取得支出
減価償却引当資産取得支出

　　　　　　③　固定資産取得支出
什器備品取得支出
インターネットソフト費支出
リース資産取得支出
建物付属設備取得支出

Ⅲ　財務活動収支の部
　　１.　財務活動収入

　　２.　財務活動支出

Ⅳ　予備費支出
　　予備費支出

前期繰越収支差額

　　財務活動収入計

　　投資活動収入計

次期繰越収支差額

　　財務活動支出計

　　　　　　③　固定資産売却収入

　　投資活動収支差額

　　　　　　④　投資有価証券取得支出

当期収支差額

　　財務活動収支差額

　　　　　　①　借入金返済支出

　　　　　　④　投資有価証券売却収入

　　　　　　①　借入金収入

　　投資活動支出計

　　　　　　⑤　敷金・保証金戻収入

　②　管理費支出

　　　　　　②　特定資産取崩収入

　　事業活動収支差額

　　　　　　①　基本財産取崩収入

事業活動支出計
　　他会計への繰入金支出

　　法人税支出

平成30年度　収　支　予　算　書（資金収支ベース）［個別④］
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収益事業等会計
平成30年度　収支予算書(資金収支ベース)「収益事業等」案

(単位：円）

サービス事業検討 会員向けサービス事業 事務業務委託事業 出版物販売 事務所賃貸 保育功労表彰 幹部セミナー 小共通 収益等計
Ⅰ　事業活動収支の部
　　１.　事業活動収入

　　基本財産利息収入

　　　特定資産利息収入
　　　　　　③　入会金収入
　　　　　　④　会費収入

　正会員会費収入
　　特別会員会費収入
　　賛助会員会費収入

　　　　　　⑤　事業収入

　　参加費･受講料収入
　　出版物頒布収入
　　広告・協賛金収入
　　受取手数料等収入
　　賃貸料収入
　　その他収入

　　　　　　⑥　補助金等収入
　　補助金等収入

　　　　　　⑦　負担金収入
　　負担金収入

　　　　　　⑧　寄付金収入
　　寄付金収入
　　募金収入

　　　　　　⑨　雑収入
　　受取利息収入
　　雑収入 ＫＤＤＩ
　　事務手数料収入 124,524×１２

　　２.　事業活動支出

　　給料手当支出
　　賃金支出
　　職員交通費支出
　　退職給付費用支出
　　法定福利費支出
　　福利厚生費支出
　　旅費交通費支出
　　会議費支出　
　　渉外活動費支出
　　通信運搬費支出
　　消耗什器備品費支出
　　消耗品費支出
　　修繕費支出
　　印刷製本費支出
　　支払手数料支出
　　光熱水料費支出
　　賃借料支出
　　保険料支出
　　諸謝金支出
　　租税公課支出
　　負担金支出
　　助成金支出
　　委託費支出
　　雑費支出

事業活動収入計

平成30年4月1日から平成31年3月31日まで

　　　　　　①　基本財産運用収入

　　　　　　②　特定資産運用収入

科　　　　　　　　目
収益事業等

・収益等事業収入

　　　　　　⑩　他会計からの繰入金収入
　　他会計からの繰入金収入

　①　事業費支出

　　役員報酬支出
　　給料手当支出
　　職員交通費支出
　　退職給付費用支出
　　法定福利費支出
　　福利厚生費支出
　　旅費交通費支出
　　会議費支出
　　渉外活動費支出
　　通信運搬費支出
　　消耗什器備品費支出
　　消耗品費支出
　　修繕費支出
　　印刷製本費支出
　　支払手数料支出
　　光熱水料費支出
　　賃借料支出
　　保険料支出
　　諸謝金支出
　　租税公課支出
　　負担金支出
　　助成金支出
　　委託費支出
　　雑費支出

　　　　　　③　法人税支出

　　　　　　④　他会計への繰入金支出

Ⅱ　投資活動収支の部
　　１.　投資活動収入

　　積立資産取崩収入

　　２.　投資活動支出
　　　　　　①　基本財産取得支出

減価償却引当資産取得支出
　　　　　　②　特定資産取得支出

退職給付引当資産取得支出
減価償却引当資産取得支出

　　　　　　③　固定資産取得支出
什器備品取得支出
インターネットソフト費支出
リース資産取得支出
建物付属設備取得支出

Ⅲ　財務活動収支の部
　　１.　財務活動収入

　　２.　財務活動支出

Ⅳ　予備費支出
　　予備費支出

前期繰越収支差額

　　財務活動収入計

　　投資活動収入計

次期繰越収支差額

　　財務活動支出計

　　　　　　③　固定資産売却収入

　　投資活動収支差額

　　　　　　④　投資有価証券取得支出

当期収支差額

　　財務活動収支差額

　　　　　　①　借入金返済支出

　　　　　　④　投資有価証券売却収入

　　　　　　①　借入金収入

　　投資活動支出計

　　　　　　⑤　敷金・保証金戻収入

　②　管理費支出

　　　　　　②　特定資産取崩収入

　　事業活動収支差額

　　　　　　①　基本財産取崩収入

事業活動支出計
　　他会計への繰入金支出

　　法人税支出
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法人事業会計

(単位：円）

組織拡大事業 総務組織活動 財務関係 公益法人対策 総会・会議費 短期融資事業 青年会議事業 小共通 法人計
Ⅰ　事業活動収支の部
　　１.　事業活動収入

　　基本財産利息収入

　　　特定資産利息収入
　　　　　　③　入会金収入
　　　　　　④　会費収入

　正会員会費収入
　　特別会員会費収入
　　賛助会員会費収入

　　　　　　⑤　事業収入

　　参加費･受講料収入
　　出版物頒布収入
　　広告・協賛金収入
　　受取手数料等収入
　　その他収入

　　　　　　⑥　補助金等収入
　　補助金等収入

　　　　　　⑦　負担金収入
　　負担金収入

　　　　　　⑧　寄付金収入
　　寄付金収入
　　募金収入

　　　　　　⑨　雑収入
　　受取利息収入
　　雑収入
　　事務手数料収入

　　２.　事業活動支出

　　給料手当支出
　　賃金支出
　　職員交通費支出
　　退職給付費用支出
　　法定福利費支出
　　福利厚生費支出
　　旅費交通費支出
　　会議費支出　
　　渉外活動費支出
　　通信運搬費支出
　　消耗什器備品費支出
　　消耗品費支出
　　修繕費支出
　　印刷製本費支出
　　支払手数料支出
　　光熱水料費支出
　　賃借料支出
　　保険料支出
　　諸謝金支出
　　租税公課支出
　　負担金支出
　　助成金支出
　　委託費支出
　　雑費支出

科　　　　　　　　目

　　　　　　②　特定資産運用収入

備　　　　　考

30・1・15現在会員数9,236＋300

貸付手数料
融資貸付返済金ほか

平成30年度　収支予算書(資金収支ベース)「法人管理事業」案
平成30年４月１日から平成30年３月31日まで

・法人会計事業収入

事業活動収入計
　　他会計からの繰入金収入

法人管理事業

　　　　　　⑩　他会計からの繰入金収入

　　　　　　①　基本財産運用収入

　①　事業費支出

　　役員報酬支出
　　給料手当支出
　　職員交通費支出
　　退職給付費用支出
　　法定福利費支出
　　福利厚生費支出
　　旅費交通費支出
　　会議費支出
　　渉外活動費支出 慶弔費（祝電）450.000込 
　　通信運搬費支出
　　消耗什器備品費支出
　　消耗品費支出
　　修繕費支出
　　印刷製本費支出
　　支払手数料支出 銀行・郵振・ＦＡＸ
　　光熱水料費支出
　　賃借料支出
　　保険料支出 　　　　　　　　地震保険＋火災保険　　3,000,000
　　諸謝金支出 傷害保険　600,000
　　租税公課支出
　　負担金支出
　　助成金支出
　　委託費支出
　　雑費支出

　　　　　　③　他会計への繰入金支出

Ⅱ　投資活動収支の部
　　１.　投資活動収入
　　　　　　①　基本財産取崩収入
　　　　　　②　特定資産取崩収入

　　積立資産取崩収入

　　　　　　③　固定資産売却収入

　　　　　　⑤　敷金・保証金戻収入

　　２.　投資活動支出
　　　　　　①　基本財産取得支出

減価償却引当資産取得支出
　　　　　　②　特定資産取得支出

退職給付引当資産取得支出
減価償却引当資産取得支出

　　　　　　③　固定資産取得支出
什器備品取得支出
インターネットソフト費支出
リース資産取得支出
建物付属設備取得支出

Ⅲ　財務活動収支の部
　　１.　財務活動収入
　　　　　　①　借入金収入

　　２.　財務活動支出
　　　　　　①　借入金返済支出

Ⅳ　予備費支出
　　予備費支出

事業活動支出計

当期収支差額

災害支援引当資産取崩収入

　　財務活動支出計

前期繰越収支差額

　　　　　　④　投資有価証券取得支出
　　投資活動支出計

　　投資活動収入計

災害支援引当資産取得支出

　　事業活動収支差額

次期繰越収支差額

　　災害支援給付金等

　　他会計への繰入金支出

　　投資活動収支差額

　　財務活動収入計

　　　　　　④　投資有価証券売却収入

退職給付引当資産取崩収入

　　財務活動収支差額

外部理事8名・監事1名

法人共通909,440＋64,800(ヘルプライン）
融資貸付金5件

　②　管理費支出

法人事業会計

(単位：円）

組織拡大事業 総務組織活動 財務関係 公益法人対策 総会・会議費 短期融資事業 青年会議事業 小共通 法人計
Ⅰ　事業活動収支の部
　　１.　事業活動収入

　　基本財産利息収入

　　　特定資産利息収入
　　　　　　③　入会金収入
　　　　　　④　会費収入

　正会員会費収入
　　特別会員会費収入
　　賛助会員会費収入

　　　　　　⑤　事業収入

　　参加費･受講料収入
　　出版物頒布収入
　　広告・協賛金収入
　　受取手数料等収入
　　その他収入

　　　　　　⑥　補助金等収入
　　補助金等収入

　　　　　　⑦　負担金収入
　　負担金収入

　　　　　　⑧　寄付金収入
　　寄付金収入
　　募金収入

　　　　　　⑨　雑収入
　　受取利息収入
　　雑収入
　　事務手数料収入

　　２.　事業活動支出

　　給料手当支出
　　賃金支出
　　職員交通費支出
　　退職給付費用支出
　　法定福利費支出
　　福利厚生費支出
　　旅費交通費支出
　　会議費支出　
　　渉外活動費支出
　　通信運搬費支出
　　消耗什器備品費支出
　　消耗品費支出
　　修繕費支出
　　印刷製本費支出
　　支払手数料支出
　　光熱水料費支出
　　賃借料支出
　　保険料支出
　　諸謝金支出
　　租税公課支出
　　負担金支出
　　助成金支出
　　委託費支出
　　雑費支出

科　　　　　　　　目

　　　　　　②　特定資産運用収入

備　　　　　考

30・1・15現在会員数9,236＋300

貸付手数料
融資貸付返済金ほか

平成30年度　収支予算書(資金収支ベース)「法人管理事業」案
平成30年４月１日から平成30年３月31日まで

・法人会計事業収入

事業活動収入計
　　他会計からの繰入金収入

法人管理事業

　　　　　　⑩　他会計からの繰入金収入

　　　　　　①　基本財産運用収入

　①　事業費支出

法人事業会計

(単位：円）

組織拡大事業 総務組織活動 財務関係 公益法人対策 総会・会議費 短期融資事業 青年会議事業 小共通 法人計
Ⅰ　事業活動収支の部
　　１.　事業活動収入

　　基本財産利息収入

　　　特定資産利息収入
　　　　　　③　入会金収入
　　　　　　④　会費収入

　正会員会費収入
　　特別会員会費収入
　　賛助会員会費収入

　　　　　　⑤　事業収入

　　参加費･受講料収入
　　出版物頒布収入
　　広告・協賛金収入
　　受取手数料等収入
　　その他収入

　　　　　　⑥　補助金等収入
　　補助金等収入

　　　　　　⑦　負担金収入
　　負担金収入

　　　　　　⑧　寄付金収入
　　寄付金収入
　　募金収入

　　　　　　⑨　雑収入
　　受取利息収入
　　雑収入
　　事務手数料収入

　　２.　事業活動支出

　　給料手当支出
　　賃金支出
　　職員交通費支出
　　退職給付費用支出
　　法定福利費支出
　　福利厚生費支出
　　旅費交通費支出
　　会議費支出　
　　渉外活動費支出
　　通信運搬費支出
　　消耗什器備品費支出
　　消耗品費支出
　　修繕費支出
　　印刷製本費支出
　　支払手数料支出
　　光熱水料費支出
　　賃借料支出
　　保険料支出
　　諸謝金支出
　　租税公課支出
　　負担金支出
　　助成金支出
　　委託費支出
　　雑費支出

科　　　　　　　　目

　　　　　　②　特定資産運用収入

備　　　　　考

30・1・15現在会員数9,236＋300

貸付手数料
融資貸付返済金ほか

平成30年度　収支予算書(資金収支ベース)「法人管理事業」案
平成30年４月１日から平成30年３月31日まで

・法人会計事業収入

事業活動収入計
　　他会計からの繰入金収入

法人管理事業

　　　　　　⑩　他会計からの繰入金収入

　　　　　　①　基本財産運用収入

　①　事業費支出

法人事業会計

(単位：円）

組織拡大事業 総務組織活動 財務関係 公益法人対策 総会・会議費 短期融資事業 青年会議事業 小共通 法人計
Ⅰ　事業活動収支の部
　　１.　事業活動収入

　　基本財産利息収入

　　　特定資産利息収入
　　　　　　③　入会金収入
　　　　　　④　会費収入

　正会員会費収入
　　特別会員会費収入
　　賛助会員会費収入

　　　　　　⑤　事業収入

　　参加費･受講料収入
　　出版物頒布収入
　　広告・協賛金収入
　　受取手数料等収入
　　その他収入

　　　　　　⑥　補助金等収入
　　補助金等収入

　　　　　　⑦　負担金収入
　　負担金収入

　　　　　　⑧　寄付金収入
　　寄付金収入
　　募金収入

　　　　　　⑨　雑収入
　　受取利息収入
　　雑収入
　　事務手数料収入

　　２.　事業活動支出

　　給料手当支出
　　賃金支出
　　職員交通費支出
　　退職給付費用支出
　　法定福利費支出
　　福利厚生費支出
　　旅費交通費支出
　　会議費支出　
　　渉外活動費支出
　　通信運搬費支出
　　消耗什器備品費支出
　　消耗品費支出
　　修繕費支出
　　印刷製本費支出
　　支払手数料支出
　　光熱水料費支出
　　賃借料支出
　　保険料支出
　　諸謝金支出
　　租税公課支出
　　負担金支出
　　助成金支出
　　委託費支出
　　雑費支出

科　　　　　　　　目

　　　　　　②　特定資産運用収入

備　　　　　考

30・1・15現在会員数9,236＋300

貸付手数料
融資貸付返済金ほか

平成30年度　収支予算書(資金収支ベース)「法人管理事業」案
平成30年４月１日から平成30年３月31日まで

・法人会計事業収入

事業活動収入計
　　他会計からの繰入金収入

法人管理事業

　　　　　　⑩　他会計からの繰入金収入

　　　　　　①　基本財産運用収入

　①　事業費支出

平成30年度　収　支　予　算　書（資金収支ベース）［個別⑤］
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　　役員報酬支出
　　給料手当支出
　　職員交通費支出
　　退職給付費用支出
　　法定福利費支出
　　福利厚生費支出
　　旅費交通費支出
　　会議費支出
　　渉外活動費支出 慶弔費（祝電）450.000込 
　　通信運搬費支出
　　消耗什器備品費支出
　　消耗品費支出
　　修繕費支出
　　印刷製本費支出
　　支払手数料支出 銀行・郵振・ＦＡＸ
　　光熱水料費支出
　　賃借料支出
　　保険料支出 　　　　　　　　地震保険＋火災保険　　3,000,000
　　諸謝金支出 傷害保険　600,000
　　租税公課支出
　　負担金支出
　　助成金支出
　　委託費支出
　　雑費支出

　　　　　　③　他会計への繰入金支出

Ⅱ　投資活動収支の部
　　１.　投資活動収入
　　　　　　①　基本財産取崩収入
　　　　　　②　特定資産取崩収入

　　積立資産取崩収入

　　　　　　③　固定資産売却収入

　　　　　　⑤　敷金・保証金戻収入

　　２.　投資活動支出
　　　　　　①　基本財産取得支出

減価償却引当資産取得支出
　　　　　　②　特定資産取得支出

退職給付引当資産取得支出
減価償却引当資産取得支出

　　　　　　③　固定資産取得支出
什器備品取得支出
インターネットソフト費支出
リース資産取得支出
建物付属設備取得支出

Ⅲ　財務活動収支の部
　　１.　財務活動収入
　　　　　　①　借入金収入

　　２.　財務活動支出
　　　　　　①　借入金返済支出

Ⅳ　予備費支出
　　予備費支出

事業活動支出計

当期収支差額

災害支援引当資産取崩収入

　　財務活動支出計

前期繰越収支差額

　　　　　　④　投資有価証券取得支出
　　投資活動支出計

　　投資活動収入計

災害支援引当資産取得支出

　　事業活動収支差額

次期繰越収支差額

　　災害支援給付金等

　　他会計への繰入金支出

　　投資活動収支差額

　　財務活動収入計

　　　　　　④　投資有価証券売却収入

退職給付引当資産取崩収入

　　財務活動収支差額

外部理事8名・監事1名

法人共通909,440＋64,800(ヘルプライン）
融資貸付金5件

　②　管理費支出

地震保険＋火災保険

法人共通909,440＋64,800（ヘルプライン）


